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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を除いて表示している。 

２ 純資産額の算定にあたり、第51期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 440,567 523,528 559,006 580,309 620,769 

経常利益 (百万円) 12,272 21,454 33,588 38,915 41,431

当期純利益 (百万円) 5,647 14,176 21,534 23,745 25,147

純資産額 (百万円) 131,957 144,403 162,271 191,011 236,669 

総資産額 (百万円) 459,113 496,039 495,743 501,960 525,483 

１株当たり純資産額 (円) 488.09 541.93 610.23 717.40 811.69 

１株当たり当期純利益 (円) 20.27 51.99 80.27 88.57 92.67

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 20.10 51.23 76.47 84.43 90.30

自己資本比率 (％) 28.7 29.1 32.7 38.1 42.6 

自己資本利益率 (％) 4.2 10.3 14.0 13.4 12.2 

株価収益率 (倍) 36.4 23.8 17.6 23.7 27.8 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 55,131 61,777 64,955 43,875 35,949

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △21,311 △15,694 △28,836 △29,682 △37,679

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △38,889 △17,693 △13,529 △39,818 △28,713

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 96,436 123,141 147,589 125,232 97,239

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
11,481 
(1,210)

11,637
(1,292)

12,140
(1,415)

12,673 
(1,437)

13,013
(1,812)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高は消費税等を除いて表示している。 

２ 純資産額の算定にあたり、第51期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

  

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 359,159 433,429 416,220 435,584 442,608 

経常利益 (百万円) 9,270 13,475 21,279 25,529 29,539

当期純利益 (百万円) 4,503 9,169 13,640 17,484 19,157

資本金 (百万円) 41,549 41,549 41,549 41,549 48,592 

発行済株式総数 (株) 270,442,868 270,442,868 270,442,868 270,442,868 279,020,914 

純資産額 (百万円) 135,238 144,581 153,375 173,270 198,703 

総資産額 (百万円) 412,854 450,167 409,620 411,412 403,132 

１株当たり純資産額 (円) 500.33 542.79 576.95 650.90 720.21 

１株当たり配当額 
(円) 

12.50 15.00 17.00 20.00 23.00 
(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益 (円) 16.14 33.56 50.78 65.21 70.60

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 16.14 33.06 48.34 62.14 68.78

自己資本比率 (％) 32.8 32.1 37.4 42.1 49.3 

自己資本利益率 (％) 3.3 6.6 9.2 10.7 10.4 

株価収益率 (倍) 45.7 36.9 27.9 32.1 36.5 

配当性向 (％) 74.9 44.7 33.5 30.7 32.6 

従業員数 (人) 3,371 3,293 3,131 3,320 3,246 



２ 【沿革】 

  

昭和21年４月 東京都三鷹市に樫尾製作所創業 

昭和29年12月 リレー計算機開発 

昭和32年６月 東京都武蔵野市にカシオ計算機株式会社を設立 

昭和35年４月 東京都東大和市に東京工場（現・株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーション

ズ）完成 

昭和40年９月 電子式卓上計算機開発 

昭和44年10月 甲府工場（現・甲府カシオ株式会社）完成 

昭和45年５月 ニューヨーク州に現地販売会社カシオINC.（現・連結子会社）を設立 

    ９月 東京証券取引所に株式上場 

昭和47年８月 「カシオミニ」を発売しパーソナル電卓の市場を確立 

    10月 ハンブルグに現地販売会社カシオコンピュータCO.,GmbH（現・カシオヨーロッパGmbH

連結子会社）を設立 

昭和48年３月 八王子工場（現・八王子技術センター）完成 

昭和49年５月 本店移転（東大和市より新宿区へ） 

    11月 電子腕時計発売 

昭和50年９月 ロンドンに現地販売会社カシオエレクトロニクスCO.,LTD.（現・連結子会社） 

を設立 

昭和51年３月 東京都新宿区にカシオリース株式会社（現・持分法適用関連会社）を設立 

昭和53年３月 台湾に生産会社台湾刻時豪股份有限公司（現・台湾カシオ股份有限公司 連結子会

社）を設立 

昭和54年７月 東京都羽村市に羽村技術センター完成 

    10月 山形県東根市に山形カシオ株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和55年１月 電子楽器「カシオトーン」発売 

昭和58年６月 液晶ポケットテレビ発売 

昭和59年７月 東京都新宿区にカシオ電子工業株式会社（現・連結子会社）を設立 

昭和62年７月 東京都青梅市にカシオマイクロニクス株式会社（現・連結子会社）を設立 

平成２年８月 高知県南国市に高知カシオ株式会社（現・連結子会社）を設立 

平成７年３月 デジタルカメラ発売 

平成10年１月 本店移転（新宿区より渋谷区へ） 

平成11年７月 ニュージャージー州に持株会社カシオホールディングズINC.（現・連結子会社） 

を設立 

平成13年８月 カシオマイクロニクス株式会社がＪＡＳＤＡＱ市場に株式上場 

平成14年９月 エレクトロニクス機器等の製造委託に関し、フレクストロニクス社と提携 

平成15年11月 八王子技術センター竣工 

平成16年４月 東京都東大和市に株式会社カシオ日立モバイルコミュニケーションズ（現・連結子会

社）を設立 



３ 【事業の内容】 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は、当社、連結子会社52社及び持分法適用会社３社により構成

され、「エレクトロニクス機器事業」と「デバイスその他事業」に関係する事業を主として行っている。 

当グループの各事業に係る位置づけは次のとおりである。 

なお、事業区分は「第５ 経理の状況 １ (1)連結財務諸表 (セグメント情報) 注記事項」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一である。 

  

「エレクトロニクス機器事業」は、コンシューマ、時計、ＭＮＳ（モバイル・ネットワーク・ソリューション）、

情報機器の４部門により、「デバイスその他事業」は、デバイス、その他の２部門により構成され、開発・生産から

販売・サービスにわたる事業活動を展開している。 

開発については、基礎研究開発、新製品開発、新生産技術開発は主に当社が担当し、生産技術の開発は、主として

生産関係会社が行っている。 

生産についてはカシオマイクロニクス株式会社及び高知カシオ株式会社が電子部品を担当し、その他の生産子会社

は主要部品を当社から支給を受け、一部自己調達部品をもって製品組立加工を行い、それぞれ当社に供給する経営形

態をとっている。 

事業の種類別部門別の主要製品及び主要生産関係会社は次のとおりである。 

  

当グループの販売会社は複数の部門に跨る製品を販売しているため、販売については、国内・海外に区分し、上記

部門及び主要製品に関連づけて記載している。 

国内販売については、情報機器部門のオフィス・コンピューター、ページプリンタ等のシステム機器は、カシオ情

報機器株式会社をはじめとするシステム機器の販売会社の他、一部は代理店を通じて販売し、官公庁など一部得意先

は、当社が直接販売を行っている。システム機器以外の製品は、主として代理店を通して販売している。 

海外販売については、北米地域をCasio,Inc.、欧州地域をCasio Electronics Co.,Ltd.、Casio Europe GmbH、

Casio France S.A.、その他の地域においては主として代理店を設け、直接輸出または間接輸出を行っている。 

サービスについては、カシオテクノ株式会社が主として当グループ製品の保守・サービスを行っている。 

  

事業の系統図は、次のとおりである。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

部門 主要製品 主要生産関係会社 

エレクトロニク

ス機器事業 

コンシューマ 

電卓、電子文具、電子辞書 

液晶テレビ他映像機器 

デジタルカメラ 

電子楽器 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 

時計 

デジタルウオッチ 

アナログウオッチ 

クロック 

山形カシオ株式会社 

Casio Korea Co.,Ltd. 

カシオ電子(深圳)有限公司 

Casio(Thailand)Co.,Ltd. 

ＭＮＳ 
携帯電話 

ハンディターミナル 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 

株式会社カシオ日立モバイルコミュニケ

ーションズ 

情報機器 

電子レジスター（ＰＯＳ含む） 

オフィス・コンピューター 

ページプリンタ 

データプロジェクター 

カシオ電子工業株式会社 

甲府カシオ株式会社 

デバイス 

その他事業 

デバイス 

ＬＣＤ 

ＢＵＭＰ受託加工 

ＴＣＰ組立・テスト受託加工 

キャリアテープ 

甲府カシオ株式会社 

高知カシオ株式会社 

カシオマイクロニクス株式会社 

Casio Singapore Pte.,Ltd. 

その他 
ファクトリーオートメーション 

金型等 

山形カシオ株式会社 

甲府カシオ株式会社 



  

 

  



４ 【関係会社の状況】 
  

  

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)                     

山形カシオ(株) 
山形県 
東根市 

1,500 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社デジタルカメラ・電子時計・
携帯電話等の製造会社である。 
役員の兼任等……無 

カシオ電子工業(株) 
埼玉県 
入間市 

300 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社ページプリンタの製造会社で
ある。 
役員の兼任等……有 

甲府カシオ(株) 
山梨県 
中央市 

920 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社携帯情報端末・システム機
器・ＬＣＤ等の製造会社である。
土地、建物を貸与している。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……無 

カシオマイクロニクス
(株) 

(注)４ 

東京都 
青梅市 

2,992 
デバイス
その他事業 

75.1

電子部品の開発、製造及び販売会
社である。土地、建物を貸与して
いる。 
役員の兼任等……有 

高知カシオ(株) 
(注)３ 

高知県 
南国市 

300 
デバイス
その他事業 

100

当社電子部品の開発及び製造会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

(株)カシオ日立モバイ
ルコミュニケーション
ズ 

(注)３、６ 

東京都 
東大和市 

3,000 
エレクトロニクス
機器事業 

51

携帯電話の開発、設計及び製造会
社である。土地、建物を貸与して
いる。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

セイヨー電子(株) 
静岡県 
富士宮市 

110 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社携帯情報端末等の製造会社で
ある。土地、建物を貸与してい
る。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……無 

Casio Korea Co.,Ltd. 
韓国 
慶尚南道 

3,500,000 
千ウォン 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の製造会社である。
役員の兼任等……無 

Casio India Co.,Pvt. 
Ltd. 

New Delhi 
India 

300,000 
千インド 
ルピー 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓・電子時計等の販売会社
である。 
役員の兼任等……無 

Casio Computer(Hong  
Kong)Ltd. 

(注)３ 

Kowloon 
Hong Kong 

73,000 
千香港ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓・ＬＣＤ等の製造会社で
ある。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子科技(中山)
有限公司 

中国広東省
中山市 

9,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電卓・電子辞書・電子楽器の
製造会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ電子(深圳)有限
公司 

中国広東省
深圳市 

5,981 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の設計及び製造会社
である。 
役員の兼任等……有 

広州カシオ技術有限公
司 

中国広東省
広州市 

61 
千米ドル 

デバイス
その他事業 

100
(100)

当社製品の保守サービス受託会社
である。 
役員の兼任等……無 

カシオソフト(上海)有
限公司 

中国上海市
350 

千米ドル 
エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

システム機器のソフトウエア開
発・設計会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオ(上海)貿易有限
公司 

中国上海市
1,000 

千米ドル 
エレクトロニクス
機器事業 

80
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……無 

カシオ(広州)商貿有限
公司 

中国広東省
広州市 

2,500 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の販売会社である。
役員の兼任等……無 

カシオ電子設計中心
(広州)有限公司 

中国広東省
広州市 

2,000 
千香港ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品の開発・設計会社であ
る。 
役員の兼任等……有 

カシオテクノ(株) 
東京都 
千代田区 

100 
デバイス
その他事業 

100

当社製品の保守サービス受託会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

カシオフィールドマー
ケティング(株) 

東京都 
渋谷区 

300 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社製品の販売促進活動受託会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 



  

カシオ情報機器(株) 
東京都 
中央区 

2,000 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社システム機器の国内販売会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……有 

カシオサポートシステ
ム(株) 

東京都 
羽村市 

200 
エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品の再生及び販売会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

カシオソフト(株) 
東京都 
中野区 

80 
エレクトロニクス
機器事業 

97.5

システム機器のソフトウエア開
発・設計会社である。土地、建物
を貸与している。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……無 

カシオ情報サービス
(株) 

東京都 
渋谷区 

30 
エレクトロニクス
機器事業 

100

システム機器のソフトウエア開発
及び情報技術者の派遣会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

カシオマーケティング
(株) 

東京都 
渋谷区 

50 
エレクトロニクス
機器事業 

100

当社電卓・電子辞書・デジタルカ
メラ・電子時計等の国内販売会社
である。土地、建物を貸与してい
る。 
役員の兼任等……無 

カシオビジネスサービ
ス(株) 

東京都 
渋谷区 

100 
デバイス
その他事業 

100
当社の設備を管理する会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……無 

(株)カシオコミュニケ
ーションブレインズ 

東京都 
新宿区 

50 
デバイス
その他事業 

100
当社の広告宣伝活動を一括して管
理運営する広告会社である。 
役員の兼任等……有 

カシオエステート(株) 
東京都 
渋谷区 

100 
デバイス
その他事業 

100
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……無 

カシオ電子デバイス
(株) 

(注)３ 

東京都 
渋谷区 

450 
デバイス
その他事業 

100
電子部品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

新日本カシオ情報技研
(株) 

群馬県 
高崎市 

21 
エレクトロニクス
機器事業 

97.6
当社システム機器の国内販売会社
である。 
役員の兼任等……無 

カシオエンターテイメ
ント(株) 

(注)５ 

東京都 
新宿区 

80 
デバイス
その他事業 

50

デジタルコンテンツの企画・製作
会社である。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

カシオアイネットソリ
ューション(株) 

東京都 
中野区 

90 
エレクトロニクス
機器事業 

60

情報処理及び情報提供サービス会
社である。 
資金援助(貸付金)……有 
役員の兼任等……有 

Casio Holdings,Inc. 
(注)３ 

New Jersey
U.S.A. 

100,300 
千米ドル 

デバイス
その他事業 

100
北米地域の統括・持株会社であ
る。 
役員の兼任等……有 

Casio,Inc. 
(注)３ 

New Jersey
U.S.A. 

80,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

85
(85)

当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Latin America, 
Inc. 

Florida  
U.S.A. 

900 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Canada Ltd. 
Ontario  
Canada 

3,000 
千米ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Europe GmbH 
(注)３ 

Norderstedt
Germany 

20,440 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

83.5
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Electronics 
Co.,Ltd. 

London  
England 

6,600 
千英ポンド 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio France S.A. 
Saverne  
France 

6,000 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権
の所有 
割合 
(％) 

関係内容 

Casio Benelux B.V. 
Amstelveen
Netherlands

1,000 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

100 
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Espana S.L. 
Barcelona 
Spain 

1,500 
千ユーロ 

エレクトロニクス
機器事業 

100 
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

Casio Scandinavia AS 
Nyborg 
Norway 

13,500 
千ノルウェ
ークローネ 

エレクトロニクス
機器事業 

100 
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 

台湾カシオ股份有限公
司 

台湾台北市
40,057 

千ニュー 
台湾ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計の部品等の製造及び
当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……有 



(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２ 議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数である。 

３ 特定子会社に該当する。 

４ 有価証券報告書を提出している。 

５ 持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としている。 

６ (株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズについては、売上高（連結子会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上

高に占める割合が10％を超えている。主要な損益情報等は次のとおりである。 

  

立勛股份有限公司 台湾台北市
18,000 

千ニュー 
台湾ドル 

エレクトロニクス
機器事業 

100
(100)

当社製品の販売会社である。 
役員の兼任等……無 

Casio(Thailand)Co., 
Ltd. 

Pathumthani
Thailand 

600,000 
千バーツ 

エレクトロニクス
機器事業 

100
当社電子時計等の製造会社であ
る。 
役員の兼任等……有 

Casio Singapore  
Pte.,Ltd. 

Singapore 
30,000 

千シンガ 
ポールドル 

デバイス
その他事業 

100
電子部品等の製造及び当社製品の
販売会社である。 
役員の兼任等……無 

Pt.Casio Electronics 
Indonesia 

Batam  
Indonesia 

22,401 
百万インド
ネシアルピ

ア 

デバイス
その他事業 

100
(1)

役員の兼任等……無 

その他 ６社           

(持分法適用関連会社)           

マス(株) 
東京都 
文京区 

80 
デバイス
その他事業 

50
当社の取扱説明書等を制作する会
社である。 
役員の兼任等……有 

カシオリース(株) 
東京都 
渋谷区 

1,100 
デバイス
その他事業 

20
(20)

当社製品のリース及び当社に事務
用機器等をリースする会社であ
る。土地、建物を貸与している。 
役員の兼任等……有 

(株)フォトハイウェ
イ・ジャパン 

東京都 
文京区 

140 
デバイス
その他事業 

21.6 役員の兼任等……無 

名称 
売上高 
(百万円) 

経常利益
(百万円) 

当期純利益
(百万円) 

純資産額 
(百万円) 

総資産額 
(百万円) 

(株)カシオ日立モバイルコミュニケ
ーションズ 

159,308 4,511 3,126 15,499 65,791



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注)  従業員数は就業人員（当グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当グループへの出向者を含む。）であ

り、臨時従業員は( )内に年間平均人員を外数で記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業員は従業員

の100分の10未満のため記載を省略している。 

２ 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

エレクトロニクス機器事業 8,792  (   585 ) 

デバイスその他事業 3,673  ( 1,179 ) 

全社(共通) 548  (    48 ) 

合計 13,013  ( 1,812 ) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

3,246 42.8 17.1 7,795 

名称 カシオ関連労働組合連合会(ＪＡＭ傘下) 

組合員数 4,630人 

労使関係 安定しており、特記すべき事項はない。 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善やそれに伴う設備投資の増加に加え、個人消費や雇用情

勢にも改善傾向が見られるなど、景気は回復基調を示し、堅調に推移した。 

海外においても、米国経済こそ減速傾向を示し先行きに不透明感を残したが、中国その他アジア諸国では景気拡

大が続き、欧州でも引き続き回復傾向が見られた。 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）関連市場については、携帯電話が堅調に推移し、デジタルカ

メラも市場が再拡大し、引き続き市場の牽引役として伸長するなど市場全体は好調に推移した。 

このような環境のもと、当グループは経営目標の達成に向け、時計、デジタルカメラ、電子辞書、携帯電話等の

戦略事業を強力に推進・展開すると共に、利益率の改善、資本効率の向上など経営効率化に一層の注力を図った。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、6,207億円（前期比7.0％増）となった。 

損益については、営業利益は480億円（前期比11.5％増）、経常利益は414億円（前期比6.5％増）、当期純利益は

251億円（前期比5.9％増）となった。この結果、売上高、当期純利益は４期連続で、営業利益、経常利益は３期連

続で過去最高を更新した。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

 (エレクトロニクス機器事業) 

コンシューマ部門は、スタイリッシュなデジタルカメラとして高い支持を得ている「ＥＸＩＬＩＭ」が、コンパ

クトサイズで世界初の1,000万画素を実現した「ＥＸ－Ｚ１０００」の発売や積極的な海外展開により更に拡大する

など前期に引き続き好調に推移した。時計部門は、フルメタル仕様、５モーター搭載の「ＯＣＥＡＮＵＳ」が世界

５局（日本２局、米国、ドイツ、英国）の標準電波に対応、日本、欧州に加え北米でも積極的に展開した。ＭＮＳ

部門は、ａｕで売れ筋トップとなった「Ｗ４１ＣＡ」に続き、高画質で長時間楽しめるワンセグケータイ「Ｗ５１

ＣＡ」も好調に推移した。また“携帯電話端末顧客満足度２年連続Ｎｏ．１”の携帯電話メーカーに選出されるな

ど、ユーザーの視線に立ち、使い勝手に優れた商品開発に傾注した。情報機器部門は、コンパクトなＡ３対応高速

カラーページプリンタや携帯性に優れたスタイリッシュな形状を実現したスーパースリムプロジェクターが堅調に

推移した。その結果、エレクトロニクス機器事業の売上高は、5,278億円（前期比11.4％増）となり、営業利益はデ

ジタルカメラ、携帯電話の増収に伴う増益と電波時計、電子辞書における商品力の強化による付加価値の改善、開

発・業務の効率化の推進など生産性の向上に努めた結果、538億円（前期比29.1％増）、利益率で10.2％となった。

  

 (デバイスその他事業) 

デバイス部門は、ＴＦＴ液晶の単価下落の影響に加え、カシオマイクロニクス（株）の減収の影響から、売上高

は1,282億円（前期比8.7％減）となり、営業損失は７億円（前期は営業利益71億円）となった。 

  

また、所在地別セグメントの業績は次のとおりである。 

日本は、景気が回復基調を示し、デジタルカメラ、携帯電話の増収に伴う増益と電波時計、電子辞書における商

品力の強化による付加価値の改善、開発・業務の効率化の推進など生産性の向上に努めた結果、売上高は5,780億円

（前期比6.7％増）、営業利益は394億円（前期比6.8％増）となった。北米は、景気が減速傾向を示したが、デジタ

ルカメラ、電波時計の積極的な展開により、売上高は611億円（前期比20.4％増）、営業利益は31億円（前期比

51.4％増）となった。欧州は、景気が引き続き回復傾向を示し、デジタルカメラ、電波時計の積極的な展開による



更なる拡大により、売上高は840億円（前期比18.2％増）、営業利益は34億円（前期比174.1％増）となった。ア

ジアは、中国その他アジア諸国で景気拡大が続く中、売上高は1,457億円（前期比30.4％増）、営業利益は24億円

（前期比6.1％増）となった。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、期末日が金融機関の休日であったことなどによる売掛金の増

加、長期借入金の返済のための支出などにより、前連結会計年度末比279億円減少の972億円となった。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、営業活動によるキャッシュ・フローは、前期比79億円減少の359億円の収入となった。

主な内訳は、税金等調整前当期純利益413億円（前期396億円）、減価償却費316億円（前期266億円）、売上債権の

増加額212億円（前期106億円）、法人税等の支払額142億円（前期171億円）などである。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、投資活動によるキャッシュ・フローは、前期比79億円減少の376億円の支出となった。

主な内訳は、有形固定資産の取得による支出168億円（前期199億円）、無形固定資産の取得による支出179億円（前

期118億円）、投資有価証券の取得による支出90億円（前期33億円）などである。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ・フローは、前期比111億円増加の287億円の支出となっ

た。主な内訳は、短期借入金の純増加額42億円（前期は純減少額15億円）、長期借入金の返済による支出207億円

（前期96億円）、自己株式の取得による支出65億円（前期０億円）などである。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当グループ（当社及び連結子会社）は見込み生産を行っているため、該当事項はない。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 

２ 主な相手先の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス機器事業 526,449 ＋ 14.4 

デバイスその他事業 88,852 △ 11.7 

合計 615,301 ＋  9.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

エレクトロニクス機器事業 527,216 ＋ 11.4 

デバイスその他事業 93,553 △ 12.5 

合計 620,769 ＋  7.0 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

ＫＤＤＩ(株) 91,183 15.7 81,172 13.1 



３ 【対処すべき課題】 

平成20年３月期は創立50周年の節目の年であり、また本格的な事業拡大を推進する当社第二創業期へ向けての足場

固めの年でもある。そのため、強靭な収益基盤の構築と財務体質のさらなる強化を実現し、企業価値の向上を達成し

ていく所存である。 

その実現に向け、当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は全社をあげて以下の施策を推進している。 

  

(1) 高収益性の確立 

当グループは、営業利益率10％以上の確保を目指し、成長性と収益性を安定的に確保できる経営を遂行してい

る。 

デジタルカメラ、電波ソーラー時計や電子辞書は既に安定的に２桁の高利益率が実現できる事業領域となってい

るが、さらなる利益率の向上を図るため、最適コストの追求による原価率の低減と生産性を重視した経費の抜本的

な見直しを図っていく。 

携帯電話などの大きな市場における事業展開は技術に基づいた差別化戦略により順調に売上規模を拡大してきた

が、今後は海外での売上を拡大していくとともに高付加価値商品を拡大し収益力の強化を図っていく。 

  

(2) 新しい戦略事業の創出 

当グループは、これまで独創的な発想と先進的な技術を駆使し様々な新しい製品を世の中に提供してきたもの

の、50周年以降の第二の創業期に向け本格的な成長戦略を推進していくためには現有の事業に加え、当グループの

技術を基軸とした他社には出来ない新しい事業領域での価値創造が不可欠と考えている。そのためこれまで以上に

経営リソースを新規事業領域に集中させ、強靭な収益構造が実現できる事業の早期立ち上げを目指していく。 

  

(3) 財務体質の強化 

当グループは成長を支える財務基盤の強化に向けて、自己資本比率及びＤ／Ｅレシオ（有利子負債／自己資本）

の改善を強力に推進している。 

当連結会計年度末においては、自己資本比率42.6％（前期38.1％）、Ｄ／Ｅレシオ0.37倍（前期0.63倍）と当初

目標をクリアしたが、今後も引き続き効率的キャッシュ・フロー経営のより一層の徹底を図り、フリー・キャッシ

ュ・フローの創造に努め、安定的且つ強靱な財務体質への転換を図っていく。 

  

(4) ＣＳＲ経営 

企業の持続的成長は、地球社会の持続的発展があって初めて成り立つことから、当社はＣＳＲ経営に積極的に取

り組んでいる。 

従業員の行動指針を明文化した「カシオ創造憲章」のもと、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守、社会秩序

の維持、社会への貢献などを理解、実践するよう徹底し、コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの向上に

努めている。 

  

以上の４施策を完遂することにより、付加価値の高い独自製品やサービスを提供し、創造性溢れる社会づくりに

貢献すると共に企業価値の拡大を図っていく所存である。 

  

また、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化・株主共

同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考えている。 

現時点では特別な防衛策は導入してないが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行っ

ていく。 



  



  
４ 【事業等のリスク】 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）の経営成績、財政状況、株価等に影響を及ぼす可能性があるリ

スクには、以下のようなものがある。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断

したものである。 

  

(1) 日本経済及び世界経済の状況 

当グループの製品は、日本及び世界各国において販売されており、その需要は各国経済状況の影響を受ける。と

りわけ当グループ製品の大部分が個人消費者を対象としているため、各国の個人消費の動向は当グループ事業に大

きく影響する。 

  

(2) 価格変動 

当グループの関連業界においては、数多くの企業が国内外の市場シェアをめぐり激しい競争を続けている。短期

間における急激な価格変動は当グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(3) 新製品 

当グループが新たな人気製品を速やかに且つ定期的に発売できなかった場合、あるいは競合他社が当グループの

新製品と同様の製品を発売し、特にそれが当グループの新製品発売と同時期であった場合は、市場における唯一の

先行者、もしくは先行集団の一員として当グループが享受出来たはずの優位性を減少させる可能性がある。 

  

(4) 通信事業 

当グループの売上高のうち通信事業は大きな割合を占めている。当事業の大口顧客の戦略変更、製品仕様の変更

もしくは、大口注文の解約やスケジュール変更は当グループの業績に悪影響を及ぼす可能性がある。 

  

(5) アウトソーシング 

当グループは生産効率と営業収益率の改善を目的に、製造・組立工程の相当部分を外部サプライヤーに委託して

いるため、確実な品質管理が難しくなる可能性がある。また、当該委託先による関係法令違反や第三者の知的所有

権侵害等の問題により、当グループの連結業績及び製品声価に悪影響が及ぶ可能性がある。 

  

(6) 技術開発と技術の変化 

当グループの事業分野におけるテクノロジーの急激な変化、市場ニーズの激変等から当グループ製品が予想より

早く陳腐化し売上が急速に落ち込む可能性がある。 

  

(7) 国際活動及び海外進出に関するリスク 

当グループの生産・製品販売の大部分は日本国外で行われている。従って、当グループの財務状況、業績、将来

の見通し等はかなりの程度、海外の政治経済情勢並びに法整備に影響される。特に予期しない規制の変更、法令の

適用は予測が難しく、当グループの業績に悪影響を与える可能性がある。 

  



  
(8) 知的財産 

当グループは基本的に自社開発技術を使用しており、特許、商標、及びその他の知的所有権などの組合せによ

り、テクノロジーの保護を図っているが、以下のようなリスクが当グループに該当することもある。 

・競合他社による同様の技術の独自開発 

・当グループが出願中の特許申請の不承認 

・当グループの知的財産の悪用・侵害を防ぐための手段が有効に機能しない場合 

・知的財産に関する法規制が当グループの知的財産を保護するのに不充分である場合 

・当グループの将来の製品又は技術が他社の知的財産権を侵害しているとされる場合 

  

(9) 製品の欠陥・訴訟問題 

消費者製品の製造販売会社として、当グループは、厳正なる製品の品質管理を行っている。当グループは、創業

以来重大なクレームや悪評を受けたことはないが、将来において当グループ製品の製造物責任や安全性などを問う

クレームが発生しないという保証はない。 

  

(10) 情報管理に関するリスク 

当グループは、事業の推進・展開に関連して多くの個人情報や機密情報を保有している。これらの情報について

は社内規程の制定、従業員の教育等により情報管理の強化を図っているが、情報が漏洩する可能性は皆無ではな

く、漏洩した場合当グループの事業、財務状況、業績が悪影響を蒙る可能性がある。 

  

(11) 提携・合弁・戦略的出資 

当グループは、事業の推進・展開を図るため、あるいは経営の効率化を目指すために、国内を含むいくつかの国

において提携・合弁・戦略的出資を行っているが、相手先の経営環境、経営方針や事業環境の変化等により当グル

ープの事業、財務状況、業績が悪影響を蒙る可能性がある。 

  

(12) 外国為替リスク及び金利リスク 

当グループは世界各地にて事業展開しており、結果として為替レートの変動による影響を受ける。当グループの

利益は、円と対象通貨との為替レートが変動した場合に不利益を受ける可能性がある。また、当グループは金利変

動リスクにも晒されており、このリスクは全体的な営業費用、調達コスト、金融資産・負債の価値（特に長期債

務）に影響を与える可能性がある。 

  

(13) その他リスク 

上記以外に以下の要因によっても将来的に当グループの事業並びに業績が影響される可能性がある。 

・ＩＴ業界の景気循環性 

・機器、原材料、利用設備、電力等を必要な時に妥当なコストで入手できるかどうか 

・当グループが保有する有価証券の価値下落 

・退職給付会計に係る法令の改定、制度改訂、運用環境の激変 

・火災や地震などの災害や業務上の事故などの発生 

・戦争、テロ、感染症等の要因による社会的混乱 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

技術導入契約 

  

  

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

カシオ計算機(株) 
(当社) 

QUALCOMM Inc. 米国 携帯電話端末
特許実施権の

許諾 
平成10年３月24日から
対象特許の満了日まで 



６ 【研究開発活動】 

当グループ（当社及び連結子会社）は、「創造 貢献」を経営理念に掲げ、独創的な製品の開発を通じて社会に貢献

することを目指し、積極的な研究開発活動を行っている。 

研究開発体制は、新規事業及び長期的視野に立脚した基礎研究・要素技術開発を担当する当社開発部門、既存事業

に直結した製品化開発を担当する当社各事業部の開発部及び関係会社の開発部門から構成されている。 

なお、当連結会計年度における研究開発費は18,019百万円であり、事業の種類別セグメントの主な成果は次のとお

りである。 

  

(エレクトロニクス機器事業) 

当該事業に係る研究開発費は12,133百万円であり、主な成果は次のとおりである。 

◎ 高精細な画像が撮影できる1,000万画素のデジタルカメラ 

デジタル一眼レフカメラに迫る1,000万画素クラスの高画素と、迫力ある撮影画像を楽しめる2.8型の高輝度ワ

イド液晶を搭載したデジタルカメラ「ＥＸＩＬＩＭ ＥＸ－Ｚ１０００」を開発した。最大サイズで撮影した画

像から必要なサイズを切り出すことで画像劣化のないズームアップ効果が得られるＨＤズームや、静止画撮影時

の手ぶれや被写体ぶれを軽減する「アンチシェイクＤＳＰ」を、スタイリッシュな薄型・小型ボディに搭載し

た。 

◎ 薄型コンパクトサイズで光学７倍ズームレンズを搭載したデジタルカメラ 

薄型ボディに光学７倍インナーズームレンズを搭載した「ＥＸＩＬＩＭ ＥＸ－Ｖ７」を開発した。動体解析

技術を搭載した新設計の画像処理モジュール「ＥＸＩＬＩＭエンジン２．０」による自動追尾ＡＦを装備すると

ともに、４つのブレ軽減技術により、失敗の少ない撮影ができ、動画には次世代規格Ｈ．２６４方式を採用し、

高画質ムービーの長時間撮影を可能にした。 

◎ ネイティブ発音機能を強化した手書き電子辞書 

約85,000語の英単語のネイティブ発音機能と、６言語対応の音声読み上げ機能を搭載した電子辞書を開発し

た。読み方がわからない漢字を手書きしたり、英語を書き取って学習したりできる手書きパネルも搭載した。Ｊ

ＩＳ第四水準までの漢字と最新のＪＩＳ対応フォントを収録し、480×320ドットのバックライト付きスーパー高

精細液晶、約50ＭＢのコンテンツ追加機能、落下・加圧・振動などの衝撃を軽減する堅牢設計“タフコット”な

どを採用した。 

◎ グランドピアノの響きを再現したスタイリッシュな電子ピアノ 

新開発のトリプルエレメントＡＩＦ音源を採用した電子ピアノ「Ｐｒｉｖｉａ ＰＸ－８００」を開発した。

アコースティックな音の響きを再現するフィルター回路を採用し、きめ細かな強弱表現を可能にする高性能タッ

チ検出システム（従来比２倍の256段階）により自然なグランドピアノの響きを再現した。ダンパーペダルを多用

しても音切れしにくい最大同時発音数128音、自然なタッチのスケーリングハンマーアクション鍵盤などを装備し

た。 

◎ 世界５局の標準電波に対応したクロノグラフ電波ソーラーウオッチ 

高度な機能性とヨーロッパ由来のスポーティデザインをあわせ持つ、フルメタルケースの電波ソーラー時計

「ＯＣＥＡＮＵＳ ＯＣＷ－Ｍ７００」を開発した。世界５局（日本２局・米国・ドイツ・英国）の標準電波に

対応し、曜日表示とタイドグラフ機能を搭載するとともに、大きさの異なる３種類の文字板がバランスよく調和

したクロノグラフフェイスを採用した。 

◎ 世界５局の標準電波に対応した耐衝撃電波ソーラーウオッチ 

世界５局（日本２局・米国・ドイツ・英国）の標準電波に対応した、耐衝撃フルメタル仕様の電波ソーラーウ

オッチ「ＭＲ－Ｇ ＭＲＧ－７５００」を開発した。５つのモーターで駆動する６つの針を搭載し、ケース・バ

ンド・ベゼルに採用した純チタン素材には、表面に硬質層を生成する深層硬化処理と、非結晶質のカーボン硬質



膜を生成するＤＬＣ処理を施し、耐摩耗性を強化した。 

◎ ランナー用の腕時計型スピードメーター 

ＧＰＳ電波受信機能を内蔵し、走行距離・速度・ペースをリアルタイムで表示する世界最小・最軽量のＧＰＳ

応用機器「フィズ ＧＰＲ－１００」を開発した。超小型高感度ＧＰＳ受信アンテナと、小型高性能ＧＰＳモジ

ュールの開発に加えて、時計用ＩＣと電源回路に最先端の高密度実装技術であるＥＷＬＰ技術を採用すること

で、世界最小・最軽量を実現した。 

◎ 耐水・耐衝撃性能を実現したＷＩＮ対応の携帯電話 

折りたたみ形状でＪＩＳ ＩＰＸ７相当の耐水性能と、日常生活のハードな使用にも耐えうる耐衝撃性能を備

え、ＣＤＭＡ１Ｘ ＷＩＮに対応した携帯電話「Ｇ’ｚＯｎｅ Ｗ４２ＣＡ」を開発した。音楽を楽しめる「ａ

ｕ ＬＩＳＴＥＮ ＭＯＢＩＬＥ ＳＥＲＶＩＣＥ」に対応し、有効画素数207万画素のオートフォーカス付きカ

メラや大画面2.4インチＱＶＧＡ液晶などを搭載した。 

◎ 米国規格に準拠した耐水・耐衝撃携帯電話 

北米市場向けにＣＤＭＡ２０００ １Ｘ ＥＶ－ＤＯ方式の携帯電話『Ｇ’ｚＯｎｅ ＴＹＰＥ－Ｖ』を開発

した。ＩＰＸ７相当の耐水性能と、米国規格のＭＩＬ－ＳＴＤ－８１０Ｆ準拠の耐衝撃・防塵・防振・耐湿・耐

塩害・耐日射性能を装備し、200万画素カメラ機能を搭載した。 

◎ 高画質で長時間受信可能なワンセグ対応携帯電話 

スリムな形状で地上波デジタル放送のワンセグに対応し、新開発のＬＳＩと省電力化によって、約５時間30分

の長時間連続視聴を実現した携帯電話「Ｗ５１ＣＡ」を開発した。独自の補正技術でハイクオリティな映像が見

られる高画質エンジンや回転式の広視野角ワイド液晶を搭載した。「おサイフケータイ®」や「オープンアプリプ

レーヤー」、「ＬＩＳＭＯ」などの最新サービスに対応し、発音機能付きモバイル辞典を搭載した。 

◎ コンパクトなＡ３対応高速カラーページプリンタ 

タンデム方式のＡ３サイズ対応カラーページプリンタで、最小の設置面積と最軽量を実現した「ＳＰＥＥＤＩ

Ａ Ｎ３５００」を開発した。ＬＥＤ４連タンデム方式によるカラー毎分24枚・モノクロ毎分30枚（Ａ４サイズ

時）の高速印刷と、粒径約６ミクロンの超微細トナーによる高精細印刷に加えて、非接触ＩＣカードなどＲＦＩ

Ｄデバイスで個人認証し印刷を実行する認証プリント機能を搭載した。 

◎ 携帯性に優れた厚さ43ｍｍのデータプロジェクター 

投映レンズユニットや光源ユニットの薄型化、省スペース高効率冷却システムなどの採用により、本体の厚さ

43ｍｍ（最薄部32ｍｍ）で、広角２倍ズームレンズ、2,000ルーメンの高輝度を実現し、自動台形補正機能も搭載

したデータプロジェクター「ＸＪ－Ｓ３５」と「ＸＪ－Ｓ３０」を開発した。 



  
(デバイスその他事業) 

当該事業に係る研究開発費は1,668百万円であり、主な成果は次のとおりである。 

◎ 散乱光学式ＰＣ用途指紋センサーの開発 

当社独自のＴＦＴ液晶技術（ＨＡＳＴ）を応用した散乱光学式指紋センサーに、従来、外部回路として独立し

ていた複数の電源を内蔵することで、デバイスとしての取り扱いを簡便にした。また、撮像エリアを従来比1.6倍

に拡大することにより、得られる指紋情報が増加するため、認証精度の向上が得られるとともに、指の置き方に

よる誤判定がなくなり、使い勝手も大幅に向上させた。 

◎ ＥＷＬＰの商品化 

ＷＬＰ実装したＬＳＩチップを内蔵した基板を形成するＥＷＬＰ技術と、さらにチップ抵抗やチップコンデン

サなど、周辺チップ部品を集積した電子回路を小型モジュール化する技術の開発を行い、世界最小・最軽量のＧ

ＰＳ応用機器である腕時計型スピードメーター「ＧＰＲ－１００」に搭載した。 

◎ 微細配線と高信頼性を両立した次世代ＣＯＦの開発 

液晶ドライバー（液晶駆動用ＬＳＩ）を大型液晶パネルに実装するためのフィルム基板であるＣＯＦにおい

て、新材料の開発、エッチングプロセスの改善、ＬＳＩ実装プロセスの最適化などにより、配線間隔20μｍのファ

インピッチでありながら、高い信頼性を実現した次世代ＣＯＦを開発した。 

  

上記以外にセグメントに関連づけられない基礎研究及び要素技術開発に係る研究開発費は4,218百万円であり、主な

成果は次のとおりである。 

◎ 携帯機器向け燃料電池に適した高性能発電セルスタック 

ノートＰＣなどの携帯機器に最適な電源として開発中の改質型燃料電池において、世界最高水準の体積当たり

出力密度を持つ発電セルスタックを開発した。ガス封止機構の小型化、メタノール改質ガスの特性に合わせたガ

ス流路の最適化、一酸化炭素に対するＭＥＡ（膜・電極接合体）の耐性改善、各部材の高密度実装などの技術を

集約し、体積あたりの定格出力（体積出力密度）では、携帯機器用で世界最高となる882Ｗ／Ｌを達成した。 

◎ 可視光通信 

イメージセンサを用いて可視光の変調を検出することで情報を伝送する「可視光通信技術」を開発した。他社

と異なり、受信側にカメラ素子を用いることで発信源の位置と情報を複数同時に取得可能な特徴を持つ。可視光

通信コンソーシアムにおいて共同研究を推進し、これまでＬＥＤを用いた信号機や照明からの情報を受信する実

験に成功した。デジタルカメラや携帯機器で培ったコア技術を活かした研究開発活動を進めている。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当グループ（当社及び当社の関係会社…以下同じ）は、自己資本比率、Ｄ／Ｅレシオの改善を目指し、財務基盤

の強化を推進している。 

当連結会計年度末の総資産は、前期比235億円増の5,254億円となった。流動資産は、売上債権の増加などによ

り、前期比109億円増の3,301億円となった。固定資産は、建物及び構築物の増加、ソフトウェアの増加などによ

り、前期比125億円増の1,953億円となった。 

当連結会計年度末の負債の合計は、前期比101億円減の2,888億円となった。流動負債は、一年内償還予定社債の

固定負債からの振替、仕入債務の増加などにより、前期比435億円増の2,275億円となった。固定負債は、社債、長

期借入金の流動負債への振替、新株予約権付社債の転換などにより、前期比536億円減の612億円となった。 

当連結会計年度末の純資産は、利益剰余金の増加などにより2,366億円となった。この結果、自己資本比率は、前

期比4.5ポイント増の42.6％に向上した。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、期末日が金融機関の休日であったことによる売上債権の増加等の一時的

要因により前期比79億円減少となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、ソフトウェア制作等の無形固定資産の取得による支出の増加を主因に前

期比79億円の支出増加となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長短借入の純減少額が164億円となり、300億円の社債償還を行った前期

比では111億円の支出減少となった。 

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前期比279億円減少の972億円となった。 

  

(3) 資金需要 

当グループの資金需要の主なものは、製品製造のための材料の購入費、製造費、販売費及び一般管理費等の営業

費用に係わる運転資金と設備投資資金であり、これら資金については、主として自己資金を充当している。なお、

営業費用の主なものは、人件費、研究開発費、広告宣伝費、販売促進費等である。 

  

(4) 資金調達 

当連結会計年度において、長期の銀行借入、社債の発行などの資金調達は行っていない。また、当グループで

は、主要取引金融機関と特定融資枠契約を締結しており、当連結会計年度末現在、これらの契約の未実行残高は385

億円である。 

  



  
(5) 経営成績 

当グループは、経営目標の達成に向け、時計、デジタルカメラ、電子辞書、携帯電話等といった戦略事業を強力

に推進・展開すると共に、商品力の強化による付加価値の大幅改善、経営効率化の推進など利益体質の強化に努め

た。その結果、売上高は５期連続の増収となる6,207億円（前期比7.0％増）、営業利益についても５期連続の増益

となる480億円（前期比11.5％増）、売上高営業利益率は前期比0.3ポイント増の7.7％となった。また経常利益は

414億円（前期比6.5％増）となり、売上高経常利益率は6.7％（前期6.7％）となった。なお、事業別の売上高及び

営業利益の概況については、「１ 業績等の概要 (1)業績」に記載している。 

特別損益においては、投資有価証券売却益の計上などにより、税金等調整前当期純利益は413億円（前期比4.3％

増）、当期純利益は251億円（前期比5.9％増）となり、売上高当期純利益率は4.1％（前期4.1％）、１株当たり当

期純利益は92円67銭となった。 

この結果、売上高、当期純利益は４期連続で、営業利益、経常利益は３期連続で過去最高を更新した。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当グループ（当社及び連結子会社…以下同じ）は、当連結会計年度において、今後とも成長が期待できる製品市

場・研究開発分野に重点を置き、全体で26,810百万円の設備投資を実施した。 

エレクトロニクス機器事業では、コンシューマ部門におけるデジタルカメラ・電子辞書等の新機種生産対応設備、

時計部門における電波ソーラー時計の新機種生産対応設備、ＭＮＳ部門における携帯電話等の新機種ラインアップ強

化のための設備及び次世代商品開発のための設備、情報機器部門における開発設計・生産対応設備等11,661百万円の

設備投資を行った。 

デバイスその他事業では、ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）等のフィルムデバイスの生産能力を増強するために

山梨県に新工場を建設するなど、生産設備を中心に14,020百万円の投資を行った。 

全社共通部門（当社の生産技術・開発部門及び本社営業部門）においては、研究開発及び環境設備等1,129百万円の

設備投資を行った。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当グループにおける主要な設備は、次のとおりである。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

八王子技術センター 
(東京都八王子市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

システム機器の開
発用設備 
ＴＦＴの研究開発
用設備 

3,632 352 1,555
685

(13,620)
65 6,289 634

羽村技術センター 
(東京都羽村市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓、電子辞書、
デジタルカメラ、
電子楽器、電子時
計等の研究開発用
設備 

1,933 198 3,296
1,816

(27,544)
80 7,323 1,081

本社 
(東京都渋谷区) 全社共通 その他設備 6,907 ― 130

10,801
(4,897)

121 17,959 937

支店・営業所 
(東京都千代田区他) 全社共通 その他設備 

(注)２
497 ― 28

3,189
(2,447)
[456]

― 3,714 594

関係会社貸与資産 
(高知県南国市他) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓、電子辞書、
デジタルカメラ、
電子時計、システ
ム機器、ＴＦＴ等
の生産設備その他 

(注)２

8,337 4,566 1,732
8,449

(198,130)
[7,061]

1 23,085 ─

寮及び社宅等 
(東京都荒川区他) 全社共通 その他設備 

(注)２
1,376 ― 21

4,091
(64,392)

[339]
― 5,488 ─

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 

の名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円) 従業 
員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

山形カシオ(株) 
(山形県東根市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

デジタルカメラ、
電子時計、携帯電
話等の生産設備 

(注)２

922 360 253
1,314

(97,352)
[2,184]

71 2,920 568

カシオ電子工業(株) 
(埼玉県入間市) 

エレクトロニクス
機器事業 

ページプリンタの
生産設備 

(注)２
74 401 64

─
[6,240]

419 958 87

甲府カシオ(株) 
(山梨県中央市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

携帯情報端末、シ
ステム機器、ＬＣ
Ｄ等の生産設備 

(注)２

405 395 153
183

(15,912)
[713]

29 1,165 351

カシオマイクロニクス 
(株) 
(東京都青梅市) 

デバイスその他 
事業 

電子部品の生産設
備及び開発用設備 

(注)２
7,578 9,531 471

502
(7,287)
[4,794]

15 18,097 649

高知カシオ(株) 
(高知県南国市) 

デバイスその他 
事業 

電子部品の生産設
備及び開発用設備 25 9 55 ─ ─ 89 265

(株)カシオ日立モバイ
ルコミュニケーション
ズ 
(東京都東大和市) 

エレクトロニクス
機器事業 

携帯電話の開発、
設計及び生産設備 126 81 4,034 ─ ─ 4,241 408

セイヨー電子(株) 
(静岡県富士宮市) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

携帯情報端末等の
生産設備 152 19 2

200
(8,213)

1 374 28

カシオテクノ(株) 
(東京都千代田区) 

デバイスその他 
事業 その他設備 27 ─ 68 ─ ─ 95 344

カシオエステート(株) 
(東京都渋谷区) 

デバイスその他 
事業 その他設備 1,090 ─ 1

4,047
(63,733)

─ 5,138 ─



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は運搬具、建設仮勘定の合計である。なお、上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ 連結会社以外から土地及び建物を賃借している。賃借している土地の面積については、[ ]で外書きしている。 

３ 現在休止中の主要な設備はない。 

  

会社名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(人) 建物及び

構築物 機械装置
工具器具
備品 

土地
(面積㎡) その他 合計 

Casio Computer 
(Hong Kong)Ltd. 
(Kowloon Hong Kong) 

エレクトロニクス
機器事業 
デバイスその他 
事業 

電卓、ＬＣＤ等の
生産設備 

(注)２
─ 164 263

─
[1,764]

2 429 135

カシオ電子(深圳) 
有限公司 
(中国広東省深圳市) 

エレクトロニクス
機器事業 

電子時計の生産設
備 

(注)２
239 ─ 144

─
[11,314]

25 408 196

カシオ電子科技(中山) 
有限公司 
(中国広東省中山市) 

エレクトロニクス
機器事業 

電卓、電子辞書、
電子楽器の生産設
備 

(注)２

436 251 123
─

[56,667]
13 823 2,212

Casio,Inc. 
(New Jersey U.S.A.) 

エレクトロニクス
機器事業 

その他設備 
(注)２

552 116 206
460

(92,228)
[28,868]

5 1,339 214

Casio Europe GmbH 
(Norderstedt Germany) 

エレクトロニクス
機器事業 

その他設備 
(注)２

99 58 79
─

[16,963]
3 239 325

Casio(Thailand) 
Co.,Ltd. 
(Pathumthani 
Thailand) 

エレクトロニクス
機器事業 

電子時計等の生産
設備 151 425 21

56
(31,148)

2 655 964



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当グループの当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・補充）は20,000百万円であり、事業の種類別セグメ

ントごとの内訳は次のとおりである。 

  

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれていない。 

２ 経常的な設備の更新のための除売却を除き、重要な設備の除売却の計画はない。 

３ 各事業の計画概要は、次のとおりである。 

 (エレクトロニクス機器事業) 

  コンシューマ部門は、デジタルカメラ、電子辞書等の新機種量産用設備及び開発体制強化のための投資である。 

  時計部門は、電波ソーラー時計を中心とした新機種量産用設備及び自動化・省力化のための生産設備等の投資である。 

  ＭＮＳ部門は、携帯電話等の新機種量産用設備及び開発のための設備等の投資である。 

  情報機器部門は、新機種量産用設備及び機能強化のための投資である。 

 (デバイスその他事業) 

  デジタルカメラ・携帯電話向け等のＴＦＴ生産設備増強投資、ＣＯＦ（チップ・オン・フィルム）等のフィルムデバイス

事業における生産設備、及びデバイスの新機種・新技術開発のための実験・試験設備等の投資である。 

 (全社共通) 

  基礎研究・新技術開発並びに生産技術確立のための設備、事務効率化、情報の共有化等システム変更を含む情報技術関連

の投資、環境設備等の投資である。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称 

平成19年３月末 
計画金額 
(百万円) 

設備等の主な内容・目的 完成予定年月 資金調達方法 

エレクトロニクス機
器事業 

12,000 
新機種生産設備並びに開発体制
の強化のための投資 

平成20年３月 自己資金 

デバイスその他事業 7,500 
増産・生産性向上のための投資
及び新機種・新技術開発設備 

平成20年３月 自己資金及び借入金 

全社共通 500 
新技術開発・生産技術・基礎研
究設備、情報技術関連投資、環
境設備等 

平成20年３月 自己資金 

合計 20,000 ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれていない。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 471,693,000 

計 471,693,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月29日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 279,020,914 279,020,914 東京証券取引所(市場第一部) ― 

計 279,020,914 279,020,914 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、発行済転換社債の転換、新株予約権及

び新株予約権証券の行使の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了により

もしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過していない

こと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと及び当

社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者の死

亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相続人

が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

株主総会の特別決議日(平成14年６月27日) 

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数(個) 191 (注)１ 183 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 191,000 183,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
699,000

   (１株当たり699) (注)２ 
同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年７月１日～
平成21年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  699
資本組入額  350 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

─ ─ 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



  
  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、発行済転換社債の転換、新株予約権及

び新株予約権証券の行使の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満

の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よりもしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過してい

ないこと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに

当社及び当社関係会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者

の死亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相

続人が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

株主総会の特別決議日(平成15年６月27日) 

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数(個) 78 (注)１ 70 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 78,000 70,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
1,221,000

   (１株当たり1,221) (注)２
同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日～
平成22年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,221
資本組入額  611 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

─ ─ 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。 

２ 新株予約権発行後時価を下回る価額で新株の発行(時価発行として行う公募増資、新株予約権及び新株予約権証券の行使

の場合は除く。)を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
   また、新株予約権発行後、当社普通株式の分割又は併合が行われる場合、それぞれの効力発生の時をもって次の算式に

より行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 
  

  
３ 新株予約権の行使の条件は次のとおりである。 

(1) 新株予約権の発行にかかる取締役会において割当を受けた者(以下、「新株予約権者」という。)は当該新株予約権の権

利行使時において当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にあることを要する。ただし、任期満了に

よりもしくは法令変更に伴い退任した場合又は定年で退職した場合は、いずれも地位を失った日から２年を経過してい

ないこと。 

(2) 新株予約権者は権利行使時において、当該行使にかかる新株予約権発行の日以降、破産宣告を受けていないこと並びに

当社及び当社関係会社の就業規則に基づく減給以上の懲戒処分を受けていないことを要する。 

(3) 新株予約権者が、当社及び当社関係会社の取締役、従業員又は監査役の地位にある時に死亡した場合は、新株予約権者

の死亡の日より２年以内(ただし、権利行使期間の末日を超えない。)に限り下記(5)により締結される契約に従い、相

続人が権利を行使することができる。 

(4) 新株予約権者又は相続人は一度の手続きにおいて新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、当社の

１単元の株式数未満の株式数となる新株予約権の行使は認められない。 

(5) その他権利行使の条件は、定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する契約に定

めるところによる。 

(6) 権利行使時の所得税非課税の適用を受ける契約を締結した者の年間(１月１日～12月31日)の権利行使金額は1,200万円

を限度とする。 

(7) 別途、権利喪失事由を定め、喪失条件に該当した場合は権利行使を認めない。 

株主総会の特別決議日(平成16年６月29日) 

  
事業年度末現在

(平成19年３月31日) 
提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日) 

新株予約権の数(個) 1,481 (注)１ 1,461 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 148,100 146,100 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
157,500

   (１株当たり1,575) (注)２
同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日～
平成23年６月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場
合の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 1,575
資本組入額  788 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

─ ─ 

  

調整後 

行使価額 

  

＝ 

  

調整前 

行使価額 

 

×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 

調整前 

行使価額 
×

１ 

分割・併合の比率



(注) １ 第47期中における資本準備金による自己株式消却による減少 

２ 第51期中における新株予約権付社債の転換による新株の発行による増加 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式3,124,881株は「個人その他」に31,248単元及び「単元未満株式の状況」に81株含まれている。 

なお、自己株式3,124,881株は株主名簿上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は3,123,881株である。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17単元含まれている。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 
(注)１ 

△565 270,442 ─ 41,549 △362 57,522 

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

─ 270,442 ─ 41,549 ─ 57,522 

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注)２ 

8,578 279,020 7,042 48,592 7,042 64,565 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― 111 38 325 373 8 28,705 29,560 ― 

所有株式数 
(単元) 

― 1,308,317 59,110 294,986 601,433 39 522,685 2,786,570 363,914

所有株式数 
の割合(％) 

― 46.95 2.12 10.59 21.58 0.00 18.76 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記の信託銀行所有株式には、信託業務に係る株式が次のとおり含まれている。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  31,047千株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社    28,455千株 

   資産管理サービス信託銀行株式会社       7,140千株 

   住友信託銀行株式会社             3,199千株 

２ 上記のほか、当社所有の自己株式3,123千株(1.12％)がある。 

３ 株式会社三井住友銀行は上記のほか、当社株式6,365千株(2.28％)を退職給付信託に拠出しており、議決権行使について

は同行が指図権を留保している。なお、当該株式数は日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数に含まれ

ている。 

４ フィデリティ投信株式会社から平成19年４月４日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成19年３月29日

現在において同社が29,160千株を所有している旨の報告を受け、同社が主要株主に該当することとなったため、当社は平

成19年４月５日付で臨時報告書を提出しているが、当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができな

いため、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

５ 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成19年１月15日付で提出された大量保有報告書により、平成19年１

月８日現在において同社を含む５社が14,459千株を所有している旨の報告を受けたが、当社として当事業年度末現在にお

ける実質所有株式数の確認ができないため、上記「大株主の状況」では考慮していない。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－11 31,047 11.13

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２－11－３ 28,455 10.20

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 13,669 4.90 

有限会社カシオブロス 東京都渋谷区本町１－６－２ 10,000 3.58 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１－８－12 7,140 2.56 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 6,789 2.43

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 6,274 2.25 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 5,077 1.82 

樫尾俊雄 東京都世田谷区 4,834 1.73 

ザ チェース マンハッタン 
バンク 385036 
(常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行 兜町証券決済
業務室） 

360  N.CRESCENT  DRIVE  BEVERLY  HILLS.CA 
90210 U.S.A. 
(東京都中央区日本橋兜町６－７) 

4,180 1.50 

計 ― 117,467 42.10 



  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株(議決権17個)含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式81株が含まれている。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

(注) このほか、株主名義上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権10個)ある。なお、当該株

式数は「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

― ― 
普通株式 3,123,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 275,533,200 2,755,332 ― 

単元未満株式 普通株式 363,914 ―
１単元(100株) 
未満の株式 

発行済株式総数 279,020,914 ― ― 

総株主の議決権 ― 2,755,332 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
カシオ計算機株式会社 

東京都渋谷区本町 
１－６－２ 

3,123,800 ― 3,123,800 1.1

計 ― 3,123,800 ― 3,123,800 1.1 



(8) 【ストックオプション制度の内容】 
  

  

  

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 11名
当社従業員 119名 
当社監査役 ３名 

当社従業員  27名 
子会社取締役 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 
「(2) 新株予約権等の状況」に
記載している。 

「(2) 新株予約権等の状況」に
記載している。 

株式の数 同上 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 同上 

新株予約権の行使期間 同上 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 同上 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

─ ─ 

決議年月日 平成16年６月29日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員   32名
関係会社取締役 １名 

新株予約権の目的となる株式の種類 
「(2) 新株予約権等の状況」に
記載している。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 ─ 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項 

─ 



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項なし。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第155条第３号による取得 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による取得 

(注) 「当期間における取得自己株式」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによ

るものは含まれていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における「株式数」及び「処分価額の総額」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取り及び買増し並びにストックオプションの行使によるものは含まれていない。 

【株式の種類等】 会社法第155条第３号、旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株

式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成19年２月１日)での決議状況 
(取得期間 平成19年２月２日～平成19年３月31日) 

2,700,000 8,000,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 2,695,000 6,494,950,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 5,000 1,505,050,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 0.2 18.8 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 0.2 18.8 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 26,324 62,459,447 

当期間における取得自己株式 1,705 4,075,722 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他         

(新株予約権付社債の転換による自
己株式の移転) 

3,784,900 4,230,096,805 ― ― 

(ストックオプションの行使) 289,900 352,181,050 10,000 22,294,321 

(単元未満株式の買増請求) 710 955,739 56 124,844 

保有自己株式数 3,123,881 ― 3,115,530 ― 



  

３ 【配当政策】 

当社は、株主への安定した配当を維持することを基本に、利益水準、財務状況、配当性向等を総合的に勘案し成果

の配分を行うことを基本方針としている。 

当社の剰余金の配当は、年１回（期末配当）を基本的な方針としている。配当の決定機関は、株主総会である。 

当事業年度の剰余金の配当については、当事業年度の業績の伸長を踏まえ、前事業年度と比べ、１株につき３円増

配し、１株当たり23円としている。 

内部留保資金の使途については、企業の安定成長に必要な研究開発や投資に充当していくこととしている。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。 

  

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円) 

平成19年６月28日 
定時株主総会決議 

6,345 23 

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 773 1,283 1,663 2,190 2,815 

最低(円) 546 690 1,130 1,377 1,770 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高(円) 2,525 2,815 2,760 2,740 2,740 2,685 

最低(円) 2,320 2,350 2,605 2,480 2,360 2,405 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
会長   樫 尾 俊 雄 大正14年１月１日生

昭和21年４月 

昭和32年６月 
昭和35年５月 

昭和45年３月 
昭和63年12月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 
専務取締役 

開発本部長 
取締役会長 

(注)３ 4,834

代表取締役 
社長   樫 尾 和 雄 昭和４年１月９日生

昭和25年４月 

昭和32年６月 
昭和40年７月 

昭和51年６月 
昭和63年12月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 
常務取締役営業本部長 

専務取締役 
取締役社長 

(注)３ 3,102

代表取締役 
副社長   樫 尾 幸 雄 昭和５年11月29日生

昭和27年４月 

昭和32年６月 

昭和40年７月 

昭和54年４月 

昭和63年12月 

平成２年６月 

平成３年４月 

  

平成３年６月 

樫尾製作所入所 

当社設立と同時に取締役 

常務取締役生産本部長 

技術本部長 

専務取締役 

デバイス事業本部長兼技術本部長 

研究開発本部長兼デバイス事業本

部長 

取締役副社長 

(注)３ 3,674

専務取締役 

営業本部長兼
海外営業統轄
部長兼通信営
業統轄部長 

鈴 木 洋 三 昭和22年４月７日生

昭和45年４月 

平成７年４月 

  

  

平成７年６月 

平成９年３月 

平成10年６月 

平成11年１月 

平成13年10月 

  

平成14年４月 

平成19年５月 

  

平成19年６月 

当社入社 

デバイス事業本部長兼カシオマイ

クロニクス株式会社兼カシオ電子

デバイス株式会社社長 

当社取締役 

デバイス事業部長 

常務取締役 

コンシューマ事業部長 

コンシューマ事業部長兼営業本部

副本部長 

営業本部長 

営業本部長兼海外営業統轄部長兼

通信営業統轄部長 

専務取締役 

(注)３ 40

専務取締役 

開発本部長兼
コンシューマ
統轄部長兼通
信統轄部長 

村 上 文 庸 昭和30年８月31日生

昭和54年４月 

平成12年４月 

平成13年10月 

  

平成14年４月 

  

平成14年６月 

平成16年６月 

平成17年４月 

  

平成17年６月 

平成17年６月 

平成19年５月 

  

平成19年６月 

当社入社 

コンシューマ事業部ＣＥＳ部長 

コンシューマ事業部ＣＥＳ統轄部

長 

開発本部第一コンシューマ統轄部

長 

執行役員 

取締役 

生産資材本部長兼開発本部第一コ

ンシューマ統轄部長 

開発本部長 

常務取締役 

開発本部長兼コンシューマ統轄部

長兼通信統轄部長 

専務取締役 

(注)３ 5

常務取締役 経理・資金・ 
ＩＲ担当 髙 木 明 德 昭和15年８月31日生

昭和39年４月 

平成５年６月 

平成８年６月 

  

平成11年６月 

平成12年６月 

平成13年６月 

株式会社住友銀行入行 

同取締役 

すみぎん信託銀行株式会社取締役

社長 

当社取締役経理・資金担当 

経理・資金・ＩＲ担当 

常務取締役 

(注)３ 12



  
役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数

(千株) 

常務取締役 
営業本部 

国内営業統轄 
部長 

樫 尾   彰 昭和33年３月28日生

昭和57年９月 

平成５年５月 
平成７年３月 

平成13年４月 
平成13年６月 

平成15年６月 
平成15年６月 

平成16年４月 
  

平成17年10月 
  

  
平成18年４月 

平成19年６月 

当社入社 

カシオ電子工業株式会社取締役 
同 取締役社長 

当社システム事業部副事業部長 
執行役員 

開発本部ページプリンタ統轄部長 
取締役 

営業本部システムソリューション

営業統轄部長 

営業本部システムソリューション

営業統轄部長兼開発本部システム 

統轄部長 
営業本部国内営業統轄部長 

常務取締役 

(注)３ 587

常務取締役 開発本部 
ＱＶ統轄部長 高 島   進 昭和25年６月１日生

昭和51年４月 
平成13年10月 

平成15年１月 
平成15年６月 

平成17年６月 
平成19年６月 

当社入社 
コンシューマ事業部ＱＶ部長 

開発本部ＱＶ統轄部長 
執行役員 

取締役 
常務取締役 

(注)３ 6

取締役 開発センター
長兼環境担当 高 須   正 昭和25年１月１日生

昭和48年４月 

昭和61年９月 

平成３年４月 

  

平成５年６月 

  

平成11年６月 

  

平成12年４月 

平成13年４月 

平成15年６月 

平成15年６月 

平成19年４月 

当社入社 

電卓製造事業部開発部長 

情報機器事業本部ＷＰ開発事業部

長 

取締役パーソナル情報機器事業本

部長 

執行役員コンシューマ事業部副事

業部長 

インターネット開発センター長 

開発センター長 

開発担当 

取締役 

開発センター長兼環境担当 

(注)３ 40

取締役 

総務・人事・
経営企画担当
兼総合企画部

長 

武 市 浩 一 昭和21年４月20日生

昭和48年11月 

平成13年１月 

平成13年６月 

平成15年６月 

平成16年７月 

平成18年７月 

当社入社 

総合企画部長 

執行役員 

取締役 

総合企画部長兼人事部長 

総務・人事・経営企画担当兼総合

企画部長 

(注)３ 10

監査役 
(常勤)   本 多   健 昭和19年10月５日生

昭和43年４月 

平成８年６月 

平成９年６月 

  

平成10年６月 

株式会社三井銀行入行 

株式会社さくら銀行取締役 

株式会社三井ファイナンスサービ

ス代表取締役副社長 

当社監査役 

(注)４ 3

監査役 
(常勤)   山 田 吉 信 昭和22年８月28日生

昭和45年４月 

平成元年５月 

平成４年10月 

平成７年８月 

平成８年５月 

平成10年４月 

平成11年５月 

平成16年６月 

当社入社 

時計製造事業部技術統轄部長 

デバイス事業本部液晶事業部長 

ＭＩＣ事業本部技術統轄部長 

ＰＭＣ事業本部品質保証部長 

品質・環境技術センター長 

品質・環境センター長 

監査役 

(注)４ 3

監査役 
(常勤)   梅 田 富 源 昭和27年６月22日生

昭和51年４月 

平成６年４月 

  

平成９年３月 

平成13年６月 

  

平成16年４月 

平成19年６月 

当社入社 

国内デジタル営業本部ＪＷＰ企画

部長 

国内営業統轄部首都圏営業部長 

執行役員国内営業本部営業推進統

轄部関東営業部長 

営業本部ＣＳ統轄部長 

監査役 

(注)５ 5



  

(注) １ 監査役本多 健、大德宏教は会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 平成11年６月より執行役員制を導入している。 

３ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

４ 任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

５ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。 

６ 代表取締役社長樫尾和雄及び代表取締役副社長樫尾幸雄は代表取締役会長樫尾俊雄の実弟である。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

監査役   大 德 宏 教 昭和20年５月９日生

昭和44年３月 

  
昭和52年12月 

昭和58年４月 
  

平成８年６月 
平成19年１月 

アーサーアンダーセン＆カンパニ

ー会計事務所入所 
監査法人朝日会計社入社 

大德宏教公認会計士・税理士事務

所開設 

当社監査役 
麻布税理士法人設立 

(注)４ ―

計 12,321 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

経営目標を確実に達成し競争力を強化し企業価値を継続的に高めていくためには、迅速な意思決定や適切な業務執

行と共に、経営の健全性と透明性を向上する経営監視機能の強化が極めて重要と認識しており、コーポレート・ガバ

ナンスの充実に向けたさまざまな取組みを実施している。 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は経営の監督と執行機能を明確にする執行役員制度を導入している。執行役員会には執行役員と取締役及び

監査役が出席し、業務上の重要事項について審議することにより、全社的な調整や対策がスムーズに実施される仕

組みとしている。 

取締役会は経営の意思決定を合理的かつ迅速に行うことを目指し、経営の重要案件は取締役及び監査役が出席す

る取締役会で審議、決定する仕組みをとっている。また、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に

対応できるよう、その任期は１年としている。 

社外監査役２名を含む４名の監査役は、監査役会で定めた監査方針と業務分担などに従い、上述の取締役会及び

執行役員会、各種の重要な会議への出席のほか、取締役などからの聴取や報告、重要事項の決議書類の閲覧などを

通して、厳正な監査を実施している。また、会計監査人や内部監査部門に対しても、定例的かつ必要に応じ監査に

ついての報告を求め、連携を図っている。社外監査役と当社との間には特別な利害関係はない。 

会計監査人による外部監査においては、あずさ監査法人と監査契約を締結しており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査基準に準拠した監査と業務上の改善につながる提案を受けている。なお、業務を執行した公

認会計士は、髙山康明氏、小野純司氏の２氏である。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その

他９名で構成されている。 

当社が当期に取締役及び監査役に支払った報酬等の総額は、取締役に対し499百万円、監査役に対し45百万円（う

ち社外監査役30百万円）であり、監査法人へ支払うべき報酬等の合計額は、公認会計士法第２条第１項に規定する

業務に基づく報酬として38百万円である。 

更に、内部監査部門は５名で構成し、組織の運営状況を法令及び組織職掌基準などの社内基準に基づいて監査を

行い、評価や改善指導を実施している。 

当社の状況は、株主や投資家の皆様、その他のステークホルダーの皆様に、四半期毎の決算説明会、事業報告書

で経営状況の情報開示を行うと共に、年度毎に発行する「カシオ コーポレートレポート」でＣＳＲ活動結果の報告

を行い、またホームページの充実などを通して迅速かつ正確な情報の提供を進めている。 

このような、さまざまな取組みを通して、引き続きコーポレート・ガバナンスを強化していく所存である。 

  



 
  

(2) コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

企業の持続的成長を図るため、当社はＣＳＲ経営に積極的に取組んでいる。 

全社的なＣＳＲ活動の基本方針や重要事項を審議するために、社長を委員長とし、取締役、監査役で構成する

「ＣＳＲ委員会」を設置し、また専任部署として「ＣＳＲ推進室」を設置して、全社的なリスク管理体制の整備な

どに取組んでいる。その他「カシオ創造憲章」の趣旨に沿った「カシオ行動指針」、「カシオ倫理行動規範」によ

り、社員、役員の一人ひとりが法規則の遵守、社会秩序の維持、社会への貢献などを理解、実践するよう徹底し、

コーポレート・ガバナンスとコンプライアンスの向上に努めている。 

  

(3) 取締役の定数 

当社の取締役は、18名以内とする旨定款に定めている。 

  

(4) 取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定

めている。 

なお、解任決議については、会社法と異なる別段の定めはしていない。 

  

(5) 株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項 

当社は、自己の株式の取得について、今後の経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするた

め、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式を取得することができる旨定款に定めている。 

  

(6) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めている。これ



は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とする

ものである。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

いる。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から平成

19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、あずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     71,818     52,768   

２ 受取手形及び売掛金 ※４   104,098     126,117   

３ 有価証券     29,171     36,305   

４ たな卸資産     57,643     65,857   

５ 繰延税金資産     12,010     11,531   

６ 現先短期貸付金     25,000     10,650   

７ 未収入金     14,871     22,286   

８ その他     5,876     5,991   

貸倒引当金     △1,308     △1,369   

流動資産合計     319,179 63.6   330,136 62.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物及び構築物   66,940     72,508     

減価償却累計額   36,570 30,370   38,108 34,400   

(2) 機械装置及び運搬具   68,983     72,109     

減価償却累計額   53,646 15,337   54,917 17,192   

(3) 工具器具備品   58,155     63,417     

減価償却累計額   46,495 11,660   50,481 12,936   

(4) 土地     37,462     37,326   

(5) 建設仮勘定     1,286     793   

有形固定資産合計     96,115 19.2   102,647 19.5 

２ 無形固定資産               

(1) ソフトウェア     13,889     17,827   

(2) その他     857     1,396   

無形固定資産合計     14,746 2.9   19,223 3.7 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券 ※１   50,464     51,511   

(2) 長期貸付金     42     52   

(3) 長期前払費用     6,213     7,370   

(4) 繰延税金資産     5,254     8,552   

(5) 長期性預金     3,000     3,000   

(6) その他     7,346     3,244   

貸倒引当金     △399     △252   

投資その他の資産合計     71,920 14.3   73,477 14.0 

固定資産合計     182,781 36.4   195,347 37.2 

資産合計     501,960 100.0   525,483 100.0 

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金 ※４   94,341     103,616   

２ 短期借入金     911     4,196   

３ 一年内返済予定 
  長期借入金 

  20,747 22,000  

４ 一年内償還予定社債     ―     10,000   

５ 未払金      35,821     41,835   

６ 未払費用     14,332     16,034   

７ 未払法人税等     8,526     11,328   

８ 製品保証等引当金     2,042     2,058   

９ その他 ※４   7,247     16,495   

流動負債合計     183,967 36.6   227,562 43.3 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     20,000     10,000   

２ 新株予約権付社債     20,000     ─   

３ 長期借入金     59,450     37,450   

４ 繰延税金負債     1,908     1,911   

５ 退職給付引当金     7,402     6,995   

６ 役員退職慰労引当金     1,895     2,495   

７ その他 ※８   4,293     2,401   

固定負債合計     114,948 22.9   61,252 11.7 

負債合計     298,915 59.5   288,814 55.0 

                

(少数株主持分)               

少数株主持分     12,034 2.4   ― ― 

                

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※６   41,549 8.3   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金     57,523 11.5   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金     90,236 18.0   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     9,861 1.9   ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △3,168 △0.6   ― ― 

Ⅵ 自己株式 ※７   △4,990 △1.0   ― ― 

資本合計     191,011 38.1   ― ― 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

  501,960 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   48,592 9.2 

２ 資本剰余金     ― ―   66,737 12.7 

３ 利益剰余金     ― ―   109,654 20.9 

４ 自己株式     ― ―   △6,964 △1.3 

株主資本合計     ― ―   218,019 41.5 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    ― ―   8,615 1.6 

２ 繰延ヘッジ損益     ― ―   △1,082 △0.2 

３ 為替換算調整勘定     ― ―   △1,609 △0.3 

評価・換算差額等合計     ― ―   5,924 1.1 

Ⅲ 少数株主持分     ― ―   12,726 2.4 

純資産合計     ― ―   236,669 45.0 

負債純資産合計     ― ―   525,483 100.0 

       



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     580,309 100.0   620,769 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   407,940 70.3   436,548 70.3 

売上総利益     172,369 29.7   184,221 29.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃荷造費   9,861     10,566     

２ 広告宣伝費   16,107     17,119     

３ 販売促進費   14,879     16,372     

４ 給料及び賞与手当   33,840     35,710     

５ その他人件費   8,308     8,711     

６ 賃借料   5,698     6,039     

７ 租税公課   1,545     1,579     

８ 減価償却費   2,483     2,409     

９ 研究開発費 ※１ 18,205     18,019     

10 連結調整勘定償却額   57     ─     

11 その他   18,272 129,255 22.3 19,623 136,147 22.0 

営業利益     43,114 7.4   48,074 7.7 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   1,575     2,389     

２ 受取配当金   283     324     

３ 持分法による投資利益   138     135     

４ その他   1,387 3,383 0.6 1,572 4,420 0.7 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   1,300     1,607     

２ たな卸資産廃棄評価損   3,946     3,329     

３ 為替差損   1,216     4,999     

４ その他   1,120 7,582 1.3 1,128 11,063 1.7 

経常利益     38,915 6.7   41,431 6.7 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※２ 392     361     

２ 投資有価証券売却益   76     1,247     

３ 関係会社株式売却益   1,928     231     

４ 国庫補助金等受入額   ─     360     

５ その他   1 2,397 0.4 3 2,202 0.4 

       



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※３ 995     1,112     

２ 投資有価証券評価損   44     145     

３ 投資有価証券売却損   1     ─     

４ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

459 459    

５ たな卸資産廃棄損   ─     295     

６ ゴルフ会員権評価損   11     7     

７ その他   131 1,641 0.3 232 2,250 0.4 

税金等調整前当期純利益     39,671 6.8   41,383 6.7 

法人税、住民税及び 
事業税 

13,902 16,407    

法人税等調整額   261 14,163 2.4 △1,424 14,983 2.4 

少数株主利益(△)     △1,763 △0.3   △1,253 △0.2 

当期純利益     23,745 4.1   25,147 4.1 

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     57,523 

Ⅱ 資本剰余金期末残高     57,523 

      

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     71,314 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

   当期純利益   23,745 23,745 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

 １ 配当金   4,515   

 ２ 役員賞与   206   

 ３ 自己株式処分差損   102 4,823 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     90,236 

      

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数株 
主持分 

純資産
合計 

資本金 資本
剰余金 

利益 
剰余金 

自己
株式 

株主
資本 
合計 

その他
有価証 
券評価 
差額金 

繰延
ヘッジ 
損益 

為替換
算調整 
勘定 

評価・換
算差額 
等合計 

平成18年３月31日残高
(百万円) 41,549 57,523 90,236 △4,990 184,318 9,861 ─ △3,168 6,693 12,034 203,045

連結会計年度中の変動額                      

 新株予約権付社債の転
換による新株の発行 7,043 7,042     14,085           14,085

 剰余金の配当(注)     △5,319   △5,319           △5,319

 役員賞与(注)     △208   △208           △208

 当期純利益     25,147   25,147           25,147

 自己株式の取得       △6,557 △6,557           △6,557

 自己株式の処分   1,970   4,583 6,553           6,553

 連結子会社の合併によ
る振替   202 △202   ─           ─

 株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額(純額) 

          △1,246 △1,082 1,559 △769 692 △77

連結会計年度中の変動額
合計(百万円) 7,043 9,214 19,418 △1,974 33,701 △1,246 △1,082 1,559 △769 692 33,624

平成19年３月31日残高
(百万円) 48,592 66,737 109,654 △6,964 218,019 8,615 △1,082 △1,609 5,924 12,726 236,669



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益     39,671 41,383 

２ 減価償却費   26,629 31,613 

３ 連結調整勘定償却額   57 ─ 

４ 有形固定資産除売却損益(△は売却益)   603 751 

５ 投資有価証券売却損益(△は売却益)   △75 △1,247 

６ 投資有価証券評価損   44 145 

７ 関係会社株式売却益   △1,928 △231 

８ 国庫補助金等受入額   ─ △360 

９ 退職給付引当金の増減額   395 △411 

10 役員退職慰労引当金の増加額   487 600 

11 受取利息及び受取配当金   △1,858 △2,713 

12 支払利息   1,300 1,607 

13 為替差益   △1,220 △1,158 

14 持分法による投資利益   △138 △135 

15 売上債権の増加額   △10,696 △21,208 

16 たな卸資産の増減額(△は増加)   7,093 △7,652 

17 その他流動資産の増加額   △3,450 △3,756 

18 仕入債務の増加額   6,121 10,076 

19 未払消費税等の増減額(△は減少)   △502 7 

20 その他流動負債の増加額   1,994 4,410 

21 割引手形の増減額(△は減少)   40 △559 

22 役員賞与の支払額   △206 △208 

23 その他   △3,862 △1,898 

    小計   60,499 49,056 

24 利息及び配当金の受取額   1,790 2,737 

25 利息の支払額   △1,291 △1,636 

26 法人税等の支払額   △17,123 △14,208 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   43,875 35,949 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 定期預金等の預入による支出   △688 △1,135 

２ 定期預金等の払戻による収入   647 1,132 

３ 有形固定資産の取得による支出   △19,935 △16,865 

４ 有形固定資産の売却による収入   1,039 595 

５ 無形固定資産の取得による支出   △11,815 △17,942 

６ 無形固定資産の売却による収入   1 ─ 

７ 投資有価証券の取得による支出   △3,353 △9,039 

８ 投資有価証券の売却・償還による収入   1,703 4,717 

９ 関係会社株式の売却による収入   2,958 319 

10 長期貸付による支出   △18 △45 

11 長期貸付金の回収による収入   64 30 

12 短期貸付金の純減少額   587 1 

13 その他   △872 553 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △29,682 △37,679 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純増減額   △1,519 4,285 

２ 長期借入による収入   6,000 ─ 

３ 長期借入金の返済による支出   △9,688 △20,747 

４ 社債の償還による支出   △30,000 ─ 

５ 自己株式の取得による支出   △47 △6,557 

６ 自己株式の売却による収入   359 338 

７ 配当金の支払額   △4,515 △5,319 

８ その他   △408 △713 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △39,818 △28,713 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   3,268 2,450 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △22,357 △27,993 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   147,589 125,232 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   125,232 97,239 

      



  
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 56社 

   主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しているため、省略した。 

   当連結会計年度にカシオ電子科技(中山)有限公司

は設立により、台湾カシオ販売股份有限公司及び従

来持分法適用の関連会社であったセイヨー電子(株)

は追加取得により、また、立勛股份有限公司は台湾

カシオ販売股份有限公司の株式を追加取得したこと

により、連結子会社に該当することとなったため、

当連結会計年度より連結の範囲に含めた。 

   また、Casio Electromex,S.A.de C.V.は清算結了

のため、当連結会計年度より連結の範囲から除外し

た。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 52社 

   主要な連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載しているため、省略した。 

   当連結会計年度にカシオフィールドマーケティン

グ ( 株 )、Casio  Latin  America,Inc.、Casio 

Benelux B.V.、Casio Scandinavia AS、カシオ（広

州）商貿有限公司の５社は設立により連結子会社に

該当することとなったため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めた。 

   また Casio Manufacturing Corporation、Casio 

Corporation  of  America,Inc.の ２ 社 は Casio 

Holdings,Inc.に吸収合併されたため、九州カシオ

販売(株)、大阪カシオ販売(株)、南関東カシオ販売

(株)、中京カシオ販売(株)、麹町物産(株)の５社は

清算結了のため、(株)シー・シー・ピーは株式の売

却のため、台湾カシオ販売股份有限公司は台湾刻時

豪股份有限公司に吸収合併されたため、当連結会計

年度より連結の範囲から除外した。なお、台湾刻時

豪股份有限公司は台湾カシオ股份有限公司に商号変

更した。 

(2) 非連結子会社の名称等 

   該当なし 

(2) 非連結子会社の名称等 

   該当なし 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 ４社 

  主要な会社名 

   カシオリース(株) 

   当連結会計年度に従来持分法適用の関連会社であ

ったセイヨー電子(株)は、追加取得により連結子会

社に該当することとなったため、マイ・テレビ(株)

は株式の売却のため、当連結会計年度より持分法適

用の関連会社から除外した。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 ３社 

  主要な会社名 

   カシオリース(株) 

   当連結会計年度にシーティープランニング(株)は

清算結了のため、当連結会計年度より持分法適用の

関連会社から除外した。 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社の名称等 

   該当なし 

 (2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会

社の名称等 

   該当なし 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、カシオ電子(珠海)有限公司

他９社を除いて、連結決算日に一致している。 

  カシオ電子(珠海)有限公司他８社の決算日は12月31

日、麹町物産(株)の決算日は２月末日であり、連結決

算日との差異がいずれも３ヶ月を超えないので、当連

結財務諸表の作成に当っては各社の当該事業年度に係

る財務諸表を基礎としている。 

  なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生

ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要な不一致等

については、連結上必要な調整を行っている。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、カシオ電子(珠海)有限公司

他９社を除いて、連結決算日に一致している。 

  カシオ電子(珠海)有限公司他９社の決算日は12月31

日であり、連結決算日との差異が３ヶ月を超えないの

で、当連結財務諸表の作成に当っては各社の当該事業

年度に係る財務諸表を基礎としている。 

  なお、当該決算日と連結決算日が異なることから生

ずる連結会社間取引に係る会計記録の重要な不一致等

については、連結上必要な調整を行っている。 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

   …償却原価法（定額法） 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

    …主として移動平均法による原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は主として移動平均法により算定） 

    時価のないもの 

同左 

  ②デリバティブ 

   …時価法 

  ②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

   …主として先入先出法に基づく低価法 

  ③たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率法（但し、平成10

年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

及び当社の本社建物、構築物については定額法）、

在外連結子会社は主として定額法によっている。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

建物及び構築物 ２～65年

機械装置及び運搬具 ２～17年

工具器具備品 １～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産 

同左 

  ②無形固定資産 

   市場販売目的のソフトウェア 

   …見込販売収益に基づく減価償却方法（但し、３

年以内） 

   自社利用のソフトウェア 

   …社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法 

  ②無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行差金については、社債償還期間（６年10

ヶ月）にわたり均等償却している。 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費については、支出時に全額費用処理し

ている。なお、連結損益計算書上は営業外費用の

「その他」に含めて表示している。 

社債発行差金については、社債償還期間（６年10

ヶ月）にわたり均等償却していたが、当該新株予約

権付社債は平成18年10月30日までに全て転換されて

いる。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。 

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

同左 

  ②製品保証等引当金 

   販売済製品に対して保証期間に発生が見込まれる

アフターサービス費用を計上したものであり、この

計上額は、過去１年間のアフターサービス費の実績

額を基準として算出している。 

  ②製品保証等引当金 

同左 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③      ─────── 

  

  ③役員賞与引当金 

   役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度に

おける支給見込額を計上している。 

  （会計方針の変更） 

   当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を

適用している。 

   これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益は、それぞれ216百万円減少している。 

  ④退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき当連結会計年度末において発生していると認め

られる額を計上している。 

   会計基準変更時差異は10年による按分額を費用処

理している。 

   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（９～15年）による定額

法により費用処理している。 

   数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（９～15年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

している。 

  ④退職給付引当金 

同左 

  ⑤役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職

慰労金規程に基づく期末要支給額を計上している。 

   なお、当社の過年度相当額については、平成15年

３月期より５年間で均等額を引当計上している。 

  ⑤役員退職慰労引当金 

同左 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めている。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

している。なお在外子会社等の資産及び負債は、連

結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めている。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の

要件を満たしている通貨スワップについては振当処

理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については特例処理によっている。 

 (7) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段として先物為替予約及び金利スワップ

等のデリバティブ取引を行っており、主として外貨

建債権債務に係る為替変動リスク及び資金の運用・

調達に係る金利変動リスクをヘッジ対象としてい

る。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

   社内規程及び各連結会計年度毎に策定する各リス

ク毎の取扱要領に基づき為替変動リスク及び金利変

動リスク等をヘッジしている。 

  ③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ有効性評価は、開始時から有効性判定時点

までの期間における、ヘッジ手段とヘッジ対象の時

価またはキャッシュ・フロー変動を比較し、両者の

変動比率等を基礎として行っている。なお、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たすものについては、

ヘッジ有効性評価を省略している。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

   消費税等の会計処理 

    税抜方式を採用している。 

 (8) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、部分

時価評価法によっている。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却

している。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

  のれん及び負ののれんは、５年間で均等償却してい

る。 

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成している。 

７         ─────── 

  

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

─────── 

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は225,025百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

 当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」(実務対応報告第19号 平成18年８月11

日）を適用している。これによる損益に与える影響はな

い。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

─────── 

  

  

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・

フローに区分掲記していた「連結調整勘定償却額」につ

いては、当連結会計年度において「負ののれん償却額」

(当連結会計年度△11百万円)と表示することとなった

が、重要性が減少したため、当連結会計年度より営業活

動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示

している。 



  
注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ 関連会社株式 1,636百万円 ※１ 関連会社株式 1,769百万円

 ２ 保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入に対

し、債務保証を行っている。 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

(株)シティケーブルネット 220百万円

 (銀行借入保証) <66> 

 ２        ─────── 

 ３ 輸出手形割引高 2,504百万円  ３ 輸出手形割引高 1,960百万円

※４       ─────── ※４ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が当連結会計年度末残高に含まれている。 

受取手形 395百万円

支払手形 901百万円

流動負債その他 

（設備支払手形） 
44百万円

 ５ 当グループ（当社及び連結子会社）は、運転資金

の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定

融資枠契約を締結している。 

   （なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。） 

特定融資枠契約の総額 50,500百万円

当連結会計年度末残高 50,500百万円

当連結会計年度契約手数料 64百万円

 ５ 当グループ（当社及び連結子会社）は、運転資金

の効率的な調達を行うため主要取引金融機関と特定

融資枠契約を締結している。 

   （なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。） 

特定融資枠契約の総額 38,500百万円

当連結会計年度末残高 38,500百万円

当連結会計年度契約手数料 64百万円

※６ 発行済株式総数 

普通株式 270,442,868株

※６        ─────── 

   

   

※７ 自己株式の保有数 

普通株式 4,478,067株

※７        ─────── 

   

※８ 連結調整勘定 41百万円           ─────── 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の発行済株式の株式数の増加8,578千株は、新株予約権付社債の転換による新株の発行による増加である。 

 ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,721千株は、取締役会決議による取得による増加2,695千株、単元未満株式の買取り

による増加26千株である。 

 ３ 普通株式の自己株式の株式数の減少4,075千株は、新株予約権付社債の転換による自己株式の移転による減少3,785千株、

ストックオプションの行使による減少290千株、単元未満株式の買増請求による減少０千株である。 
  

２ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、18,205百万円である。 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、18,019百万円である。 

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 307百万円

土地 75 

その他 10 

計 392百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 317百万円

その他 44 

計 361百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置及び運搬具 200百万円

工具器具備品 669 

その他 126 

計 995百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物及び構築物 236百万円

機械装置及び運搬具 96 

工具器具備品 727 

その他 53 

計 1,112百万円

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式         

 普通株式(千株) 270,443 8,578 ─ 279,021 

自己株式         

 普通株式(千株) 4,478 2,721 4,075 3,124 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 5,319 20 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 6,346 23 平成19年３月31日 平成19年６月29日



  
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

 １ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 71,818百万円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金 

△757 

償還期間が３ヶ月以内の債券等 29,171 

現先短期貸付金 25,000 

現金及び現金同等物 125,232百万円

現金及び預金勘定 52,768百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金 

△784 

償還期間が３ヶ月以内の債券等 34,605 

現先短期貸付金 10,650 

現金及び現金同等物 97,239百万円

───────  ２ 重要な非資金取引の内容 

新株予約権付社債の転換による
資本金の増加額 

7,043百万円

新株予約権付社債の転換による
資本準備金の増加額 

7,042 

新株予約権付社債の転換による
自己株式の移転による減少額 

4,230 

新株予約権付社債の転換による
自己株式処分差益 

1,985 

その他 △128 

転換による新株予約権付社債の
減少額 

20,172百万円



  
(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置及び 
運搬具 

17,712 11,604 6,108 

工具器具備品 4,272 1,958 2,314 

その他 2,077 834 1,243 

合計 24,061 14,396 9,665 

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

15,183 7,055 8,128 

工具器具備品 4,197 2,350 1,847 

その他 2,181 1,096 1,085 

合計 21,561 10,501 11,060 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,132百万円

１年超 5,898 

合計 10,030百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,074百万円

１年超 7,264 

合計 11,338百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 5,194百万円

減価償却費相当額 4,746百万円

支払利息相当額 387百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 4,711百万円

減価償却費相当額 4,321百万円

支払利息相当額 306百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 279百万円

１年超 79 

合計 358百万円

未経過リース料 

１年内 184百万円

１年超 167 

合計 351百万円



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えるもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

(2) 社債 2,230 2,399 169 2,230 2,311 81 

(3) その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 2,230 2,399 169 2,230 2,311 81 

時価が連結貸借対照表計上額 
を超えないもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

(2) 社債 ― ― ― ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ― 

合計 2,230 2,399 169 2,230 2,311 81 

  

前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借対
照表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借対 
照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

(1) 株式 13,767 28,956 15,189 11,024 25,722 14,698 

(2) 債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 100 100 0 2,490 2,518 28 

③ その他 4,086 4,193 107 8,654 8,747 93 

(3) その他 431 1,860 1,429 1,802 1,862 60 

小計 18,384 35,109 16,725 23,970 38,849 14,879 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

(1) 株式 638 575 △63 3,521 3,179 △342 

(2) 債券             

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

② 社債 199 199 △0 ― ― ― 

③ その他 5,774 5,760 △14 925 924 △1 

(3) その他 1,869 1,845 △24 1,617 1,606 △11 

小計 8,480 8,379 △101 6,063 5,709 △354 

合計 26,864 43,488 16,624 30,033 44,558 14,525 



  
(注) １ 「取得原価」は減損処理後の帳簿価額により表示している。 

２ 前連結会計年度において、有価証券について44百万円(その他有価証券で時価のある株式15百万円、その他29百万円)減損

処理を行っている。 

３ 当連結会計年度において、有価証券について145百万円(その他有価証券で時価のない株式134百万円、その他11百万円)減

損処理を行っている。 

４ 減損処理にあたっては、時価が取得原価に対して50％以上下落したもの、及び30％以上50％未満下落したもののうち回復

可能性が乏しいと総合的に判断されたものについて、減損処理を行っている。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

売却額(百万円) 198 3,440 

売却益の合計額(百万円) 76 1,247 

売却損の合計額(百万円) 1 ─ 

  
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券     

  譲渡性預金 10,000 5,130 

(2) その他有価証券     

  コマーシャル・ペーパー 19,171 29,475 

  非上場株式 3,109 2,955 

  非上場債券 ― 1,700 

  
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

  
１年以内 
(百万円) 

１年超 
５年以内 
(百万円) 

５年超
10年以内 
(百万円) 

10年超
(百万円) 

１年以内
(百万円) 

１年超
５年以内 
(百万円) 

５年超 
10年以内 
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券                 

 ① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― 

 ② 社債 ― 2,230 300 ― ― 4,630 100 ― 

 ③ その他 29,174 8,773 1,087 ― 36,323 8,200 1,386 ― 

(2) その他 ― ― 1,000 872 ― 539 1,000 1,617 

合計 29,174 11,003 2,387 872 36,323 13,369 2,486 1,617 



  
(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当グループは通常業務を遂行する上で、金利及び為替

変動によるリスクに晒されており、このようなリスクを

回避することを目的として金利、通貨関連のデリバティ

ブ取引を行っている。 

 金利関連のデリバティブ取引としては、変動金利を固

定金利等と交換する金利スワップ取引及び金利スワップ

ション取引を利用することで金利変動のリスクを回避

し、運用利回りの向上を図っている。また通貨関連のデ

リバティブ取引としては、製品の海外販売、海外生産拠

点への資材の有償支給から発生する外貨建て債権の為替

変動リスクを回避することを目的として、先物為替予約

取引及び通貨オプション取引を利用している。 

 デリバティブ取引を利用した場合には、その取引自体

に起因するリスク、主に市場リスクと信用リスクにも晒

される。市場リスクとは、市場の変化によりポジション

に損益が発生するリスクをいうが、当グループはオンバ

ランスの資産・負債の有するリスクを回避することを目

的としてデリバティブ取引を利用しており、取引のリス

クは重要なものではない。また信用リスクとは、取引の

相手方が債務不履行に陥ることにより、取引が継続して

いれば将来得られるであろう効果を享受できなくなるリ

スクをいうが、当グループのデリバティブ取引の相手方

は格付けの高い信用力のある金融機関に限定しており、

信用リスクの排除に努めている。 

 当グループでは、社内規程に則ってデリバティブ取引

を実施している。当該規程ではデリバティブ取引の管理

方針、利用目的、利用範囲、組織体制、業務手続及び取

引相手方の範囲に関する事項が規程されており、相互牽

制機能が働くような実施体制及び報告体制を整備してい

る。 

 なお、当グループはデリバティブ取引を利用してヘッ

ジ会計を行っているが、その方法については「連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項４ (7) 重要な

ヘッジ会計の方法」に記載のとおりである。 

同左 



  
２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 通貨関連 

  

(注) １ 時価の算定方法は先物為替相場によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いている。 

  

(2) 金利関連 

  

(注) １ 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ 一部の金利スワップ取引においてヘッジ会計の適用要件を充足しなくなったため、ヘッジ会計の中止として処理してい

る。なお、時価相当額は連結貸借対照表の固定負債の「その他」に含めて計上し、ヘッジ会計を中止した時点まで繰り延

べていたヘッジ手段に係る損益は、ヘッジ対象の満期までの期間にわたり金利の調整として各期の損益に配分している。

３ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いている。 

  

次へ 

区分 種類 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

為替予約取引                 

 売建                 

  米ドル 22,161 ― 22,697 △536 21,243 ─ 21,792 △549 

  ユーロ 10,488 ― 10,830 △342 16,995 ─ 18,092 △1,097 

  英ポンド 1,565 ― 1,590 △25 714 ─ 724 △10 

 買建                 

  米ドル 115 ― 117 2 ─ ─ ─ ─ 

合計 ― ― ― △901 ─ ─ ─ △1,656 

区分 種類 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

契約額等 
(百万円) 

契約額等 
のうち 
１年超 
(百万円) 

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち 
１年超 
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円) 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ
取引 

                

 受取固定・ 
  支払変動 

― ― ― ― 20,000 20,000 △1,121 31 

合計 ― ― ― ― 20,000 20,000 △1,121 31 



(退職給付関係) 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けている。 

  当社については、昭和61年３月に退職金の全額を厚

生年金基金制度へ移行し、平成３年４月から定年加算

金部分について適格退職年金制度を採用していたが、

平成16年４月に適格退職年金制度を厚生年金基金制度

に統合し、平成17年３月に厚生年金基金制度を確定給

付企業年金制度へ移行している。 

  また、当社及び一部の国内連結子会社については、

確定拠出年金制度を設けている。なお、当社において

は確定給付企業年金制度について退職給付信託を設定

している。 

  当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全

体で退職一時金制度については12社が有しており、ま

た、確定給付企業年金制度は２制度、適格退職年金は

３年金（それぞれグループ内の基金の連合設立・総合

設立、年金の共同委託契約・結合契約の重複分を控除

後）を有している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度とし

て、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けている。 

  当社については、昭和61年３月に退職金の全額を厚

生年金基金制度へ移行し、平成３年４月から定年加算

金部分について適格退職年金制度を採用していたが、

平成16年４月に適格退職年金制度を厚生年金基金制度

に統合し、平成17年３月に厚生年金基金制度を確定給

付企業年金制度へ移行している。 

  また、当社及び一部の国内連結子会社については、

確定拠出年金制度を設けている。なお、当社において

は確定給付企業年金制度について退職給付信託を設定

している。 

  当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全

体で退職一時金制度については10社が有しており、ま

た、確定給付企業年金制度は２制度、適格退職年金は

１年金（それぞれグループ内の基金の連合設立・総合

設立、年金の共同委託契約・結合契約の重複分を控除

後）を有している。 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用している。 

イ 退職給付債務 △62,265百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 59,323 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,942百万円

ニ 会計基準変更時差異の 
  未処理額 

4,920 

ホ 未認識数理計算上の差異 1,611 

ヘ 未認識過去勤務債務 
  (債務の減額) 

△10,935 

ト 連結貸借対照表計上額純額 
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△7,346百万円
  

チ 前払年金費用 56 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △7,402百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり

簡便法を採用している。 

イ 退職給付債務 △63,771百万円

ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 62,666 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △1,105百万円

ニ 会計基準変更時差異の
  未処理額 

3,511 

ホ 未認識数理計算上の差異 675 

ヘ 未認識過去勤務債務
  (債務の減額) 

△9,996 

ト 連結貸借対照表計上額純額
  (ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 

△6,915百万円
  

チ 前払年金費用 80 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △6,995百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

   ２ 「ト その他」は、確定拠出年金の掛金であ

る。 

イ 勤務費用  2,932百万円

ロ 利息費用 1,329 

ハ 期待運用収益 △1,217 

ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

1,230 

ホ 数理計算上の差異の 
  費用処理額 

1,135 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △912 

ト その他 121 

チ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 

4,618百万円

３ 退職給付費用に関する事項 

 (注)１ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上している。 

   ２ 「ト その他」は、確定拠出年金の掛金であ

る。 

イ 勤務費用  3,124百万円

ロ 利息費用 1,463 

ハ 期待運用収益 △1,696 

ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額 

1,200 

ホ 数理計算上の差異の
  費用処理額 

442 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 △910 

ト その他 122 

チ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)

3,745百万円



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.5％

ハ 期待運用収益率 3.0％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 同左

ロ 割引率 同左

ハ 期待運用収益率 同左

ニ 過去勤務債務の額の処理年数  

    ９～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法によってい

る。） 

 ホ 数理計算上の差異の処理年数 

    ９～15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により、翌連結

会計年度から費用処理することとしている。） 

同左 

  

  

 ホ 数理計算上の差異の処理年数 

同左 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 10年 ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 同左



  
(ストック・オプション等関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(１) ストック・オプションの内容 

  

  

会社名 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  11名
当社従業員  119名 
当社監査役   ３名 

当社従業員   27名 
子会社取締役  ８名 

株式の種類及び付与数 普通株式  1,270,000株   普通株式  280,000株   

付与日 平成15年２月14日 平成16年２月12日 

権利確定条件 定めなし 定めなし 

対象勤務期間 定めなし 定めなし 

権利行使期間 
平成16年７月１日～平成21年６

月30日 

平成17年７月１日～平成22年６

月30日 

会社名 提出会社 カシオマイクロニクス(株) 

決議年月日 平成16年６月29日 平成17年６月24日 

付与対象者の区分及び人数 
当社従業員    32名
関係会社取締役  １名 

同社取締役  ９名   
同社監査役  １名 
同社従業員等 20名 

株式の種類及び付与数 普通株式  264,000株   普通株式  100,000株    

付与日 平成17年２月10日 平成17年７月25日 

権利確定条件 定めなし 

付与日(平成17年７月25日)以

降、権利確定日(平成19年６月30

日)まで継続して勤務しているこ

と。 

対象勤務期間 定めなし 
平成17年７月25日～平成19年６

月30日 

権利行使期間 
平成18年７月１日～平成23年６

月30日 
権利確定後５年以内。 



  
(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  ① ストック・オプションの数 

  

  ② 単価情報 

  

次へ 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 
カシオマイクロニク

ス(株) 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月24日 

権利確定前         

 期首(株) ─ ─ ─ 100,000 

 付与(株) ─ ─ ─ ─ 

 失効(株) ─ ─ ─ ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ ─ 

 未確定残(株) ─ ─ ─ 100,000 

権利確定後         

 期首(株) 303,000 140,000 264,000 ─ 

 権利確定(株) ─ ─ ─ ─ 

 権利行使(株) 112,000 62,000 115,900 ─ 

 失効(株) ─ ─ ─ ─ 

 未行使残(株) 191,000 78,000 148,100 ─ 

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 
カシオマイクロニク

ス(株) 

決議年月日 平成14年６月27日 平成15年６月27日 平成16年６月29日 平成17年６月24日 

権利行使価格(円) 699 1,221 1,575 2,275 

行使時平均株価(円) 2,559 2,397 2,431 ─ 

付与日における公正な

評価単価(円) 
─ ─ ─ ─ 



(税効果会計関係) 

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

退職給付引当金 6,433百万円

未払費用(賞与分) 3,042 

たな卸資産 2,402 

繰越欠損金 2,229 

無形固定資産 2,181 

有形固定資産 1,670 

その他 9,274 

繰延税金資産小計 27,231百万円

評価性引当額 △2,772 

繰延税金資産合計 24,459百万円

その他有価証券評価差額金 △6,775百万円

時価評価差額 △1,878 

固定資産圧縮積立金 △233 

その他 △217 

繰延税金負債合計 △9,103百万円

繰延税金資産の純額 15,356百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  (繰延税金負債) 

退職給付引当金 6,302百万円

無形固定資産 3,529 

未払費用(賞与分) 3,142 

たな卸資産 2,568 

繰越欠損金 2,521 

有形固定資産 1,826 

その他 10,474 

繰延税金資産小計 30,362百万円

評価性引当額 △3,881 

繰延税金資産合計 26,481百万円

その他有価証券評価差額金 △6,029百万円

時価評価差額 △1,878 

固定資産圧縮積立金 △219 

その他 △183 

繰延税金負債合計 △8,309百万円

繰延税金資産の純額 18,172百万円

   (注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。 

 流動資産―繰延税金資産 12,010百万円

 固定資産―繰延税金資産 5,254 

 固定負債―繰延税金負債 1,908 

   (注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額

は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

いる。 

 流動資産―繰延税金資産 11,531百万円

 固定資産―繰延税金資産 8,552 

 固定負債―繰延税金負債 1,911 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.3 

 受取配当金等益金不算入項目 △1.5 

 適用税率差(海外含む) △1.9 

 税額控除 △4.4 

 受取配当金連結消去に伴う影響 2.6 

 その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
35.7％ 

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.4 

 受取配当金等益金不算入項目 △2.9 

 適用税率差(海外含む) △2.0 

 税額控除 △3.7 

 受取配当金連結消去に伴う影響 3.9 

 その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
36.2％ 

    



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

２ 各事業の主要製品の名称は、「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載している。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,830百万円であり、その主なものは親会社本社

管理部門に係る費用並びに基礎研究に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、139,714百万円であり、その主なものは、親会社余資運用

資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  

  
エレクトロニ 
クス機器事業 
(百万円) 

デバイス
その他事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 473,420 106,889 580,309 ― 580,309 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

453 33,477 33,930 (33,930) ―

計 473,873 140,366 614,239 (33,930) 580,309 

営業費用 432,114 133,181 565,295 (28,100) 537,195 

営業利益(又は営業損失) 41,759 7,185 48,944 (5,830) 43,114 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 257,759 106,591 364,350 137,610 501,960 

減価償却費 18,988 7,327 26,315 314 26,629 

資本的支出 22,128 9,013 31,141 385 31,526 



 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行っている。 

２ 各事業の主要製品の名称は、「第１ 企業の概況 ３ 事業の内容」に記載している。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,032百万円であり、その主なものは親会社本社

管理部門に係る費用並びに基礎研究に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、114,864百万円であり、その主なものは、親会社余資運用

資金（現金及び預金、有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

  

  
エレクトロニ 
クス機器事業 
(百万円) 

デバイス
その他事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 527,216 93,553 620,769 ─ 620,769 

(2) セグメント間の内部 
売上高 

673 34,648 35,321 (35,321) ─

計 527,889 128,201 656,090 (35,321) 620,769

営業費用 473,998 128,986 602,984 (30,289) 572,695

営業利益(又は営業損失) 53,891 (785) 53,106 (5,032) 48,074

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

    

資産 287,998 124,427 412,425 113,058 525,483 

減価償却費 23,692 7,520 31,212 401 31,613 

資本的支出 29,331 14,225 43,556 1,197 44,753 



【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ、メキシコ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……台湾、香港、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、インド、インドネシア、タイ 

  

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス、スペイン、オランダ、ノルウェー 

(3) アジア……台湾、香港、韓国、マレーシア、シンガポール、中国、インド、インドネシア、タイ 

  

  
日本

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

 (1) 外部顧客に対する 
売上高 

438,321 50,779 70,997 20,212 580,309 ― 580,309

 (2) セグメント間の内部 
売上高 

103,434 28 125 91,553 195,140 (195,140) ―

計 541,755 50,807 71,122 111,765 775,449 (195,140) 580,309 

  営業費用 504,783 48,696 69,853 109,450 732,782 (195,587) 537,195 

  営業利益 
  (又は営業損失) 

36,972 2,111 1,269 2,315 42,667 447 43,114

Ⅱ 資産 463,403 23,475 26,123 39,034 552,035 (50,075) 501,960 

  
日本

(百万円) 
北米 

(百万円) 
欧州

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

  売上高               

 (1) 外部顧客に対する 
売上高 

450,762 61,095 84,029 24,883 620,769 ─ 620,769

 (2) セグメント間の内部 
売上高 

127,274 87 48 120,826 248,235 (248,235) ─

計 578,036 61,182 84,077 145,709 869,004 (248,235) 620,769

  営業費用 538,543 57,986 80,599 143,253 820,381 (247,686) 572,695

  営業利益 
  (又は営業損失) 

39,493 3,196 3,478 2,456 48,623 (549) 48,074

Ⅱ 資産 475,494 24,205 35,359 42,977 578,035 (52,552) 525,483



【海外売上高】 

 前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……香港、シンガポール、中国、韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………米国、カナダ 

(2) 欧州………英国、ドイツ、フランス 

(3) アジア……香港、シンガポール、中国、韓国、台湾 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 58,868 78,822 70,370 27,519 235,579 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ ─ 580,309 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.2 13.6 12.1 4.7 40.6

  北米 欧州 アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 83,951 90,902 70,301 29,825 274,979 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ ─ 620,769 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

13.5 14.7 11.3 4.8 44.3



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 財団法人カシオ科学振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 役員及び個人主要株主等 

  

(注) １ 財団法人カシオ科学振興財団との取引は、いわゆる第三者のための取引である。 

２ 取引金額には消費税等は含まれていない。 

  

属性 氏名 住所 資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 樫尾幸雄 ― ― 

当社代表 
取締役副社長 
  
財団法人カシオ 
科学振興財団 
理事長 

直接 
1.39 ― ―

財団法人カシオ
科学振興財団へ
の寄付金の支払 

25 ― ―

属性 氏名 住所 資本金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の
被所有割合

(％) 

関係内容 
取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 樫尾幸雄 ― ― 

当社代表 
取締役副社長 
  
財団法人カシオ 
科学振興財団 
理事長 

直接 
1.33 ― ―

財団法人カシオ
科学振興財団へ
の寄付金の支払 

25 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 717円40銭 １株当たり純資産額 811円69銭 

１株当たり当期純利益 88円57銭 １株当たり当期純利益 92円67銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

84円43銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

90円30銭 

項目 
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部合計額(百万円) ─ 236,669 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ─ 12,726 

（うち少数株主持分） (─) (12,726)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ─ 223,943

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数（千株） 

― 275,897

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

 当期純利益(百万円) 23,745 25,147 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 208 ─ 

  (うち利益処分による役員賞与金) (208) (─)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 23,537 25,147 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 265,753 271,365 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額(百万円) △26 △15 

  (うち支払手数料(税額相当額控除後)) (0) (0)

  (うち社債発行差金の償却額(税額相当額控除後)) (△26) (△15)

 普通株式増加数(千株) 12,714 6,959 

  (うち新株予約権) (351) (302)

  (うち新株予約権付社債) (12,363) (6,657)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ─



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 「当期末残高」欄の（ ）内の金額は１年以内に償還予定の金額である。 

２ 新株予約権付社債に関する記載は次のとおりである。なお、当該新株予約権付社債は当連結会計年度において全て転換さ

れている。 

  

   なお、新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、その新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代えて

新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込があったものとする。また、新株予約権が行使されたときに

は、当該請求があったものとみなす。 

３ 連結決算日後５年内における償還予定額は次のとおりである。 

  

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

当社 
第３回 
無担保社債 

平成９年
12月10日 

10,000
10,000
(10,000)

2.575 なし 
平成19年
12月10日 

〃 
第５回 
無担保社債 

平成14年
３月29日 

10,000 10,000 1.42 なし 
平成21年
３月27日 

〃 

2010年満期ユー
ロ円建転換社債
型新株予約権付
社債 (注)２ 

平成15年
12月19日 

20,000 ─ ― なし 
平成22年
９月30日 

合計 ― ― 40,000
20,000
(10,000)

― ― ― 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額 無償 

株式の発行価格(円) 1,642 

発行価額の総額(百万円) 20,300 

新株予約権の行使により発行した株式の発行価額の総額
(百万円) 

14,085

新株予約権の付与割合(％) 100 

新株予約権の行使期間 平成16年１月５日～平成22年９月16日 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

10,000 10,000 ─ ─ ─ 



  
【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 911 4,196 0.9 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 20,747 22,000 1.1 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く) 

59,450 37,450 1.2
平成20年７月31日  
～平成24年２月29日

その他の有利子負債 ― ─ ― ― 

合計 81,108 63,646 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 16,500 10,500 450 10,000 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     25,713     13,580   

２ 受取手形 ※2,5   7,292     6,704   

３ 売掛金 ※２   86,947     95,719   

４ 有価証券     29,171     36,304   

５ 製品     17,408     17,275   

６ 原材料     3,611     4,933   

７ 貯蔵品     292     395   

８ 前渡金     223     103   

９ 繰延税金資産     8,684     7,220   

10 短期貸付金 ※２   8,535     9,815   

11 現先短期貸付金     25,000     10,650   

12 未収入金 ※２   16,749     22,827   

13 その他     2,610     2,043   

貸倒引当金     △730     △760   

流動資産合計     231,509 56.3   226,815 56.3 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1) 建物   48,177     48,452     

減価償却累計額   25,793 22,384   26,597 21,855   

(2) 構築物   2,904     2,926     

減価償却累計額   2,087 816   2,098 827   

(3) 機械及び装置   40,617     39,376     

減価償却累計額   35,515 5,101   34,259 5,116   

(4) 車輌及び運搬具   68     65     

減価償却累計額   51 16   46 19   

(5) 工具器具及び備品   39,721     40,843     

減価償却累計額   33,135 6,585   34,080 6,762   

(6) 土地     29,076     29,031   

(7) 建設仮勘定     295     248   

有形固定資産合計     64,276 15.6   63,861 15.8 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

２ 無形固定資産               

(1) 特許権     71     43   

(2) 借地権     238     238   

(3) ソフトウェア     6,485     6,713   

(4) 電話加入権     79     79   

(5) その他     35     44   

無形固定資産合計     6,910 1.7   7,118 1.8 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     48,723     49,629   

(2) 関係会社株式 ※９   38,774     38,799   

(3) 関係会社出資金     4,818     5,415   

(4) 長期貸付金     6     2   

(5) 長期前払費用     5,678     4,250   

(6) 繰延税金資産     1,684     2,136   

(7) 長期性預金     3,000     3,000   

(8) 敷金及び保証金     899     897   

(9) その他     5,380     1,335   

貸倒引当金     △250     △130   

投資その他の資産合計     108,714 26.4   105,336 26.1 

固定資産合計     179,902 43.7   176,316 43.7 

資産合計     411,412 100.0   403,132 100.0 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形     11,436     10,677   

２ 買掛金 ※２   44,376     47,398   

３ 短期借入金 ※２   19,779     20,777   

４ 一年内返済予定 
  長期借入金 

  20,500 20,500  

５ 一年内償還予定社債     ─     10,000   

６ 未払金 ※２   21,455     23,573   

７ 未払費用 ※２   6,318     6,813   

８ 未払法人税等     4,436     4,598   

９ 前受金 ※２   1,062     1,138   

10 預り金 ※２   785     988   

11 製品保証等引当金     920     1,030   

12 役員賞与引当金     ─     160   

13 設備支払手形     1,113     2,229   

14 デリバティブ債務     887     1,894   

流動負債合計     133,073 32.4   151,780 37.6 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     20,000     10,000   

２ 新株予約権付社債     20,000     ─   

３ 長期借入金     56,950     36,450   

４ 退職給付引当金     2,675     2,105   

５ 役員退職慰労引当金     1,866     2,453   

６ デリバティブ債務     3,197     1,639   

７ 繰延ヘッジ利益     181     ─   

８ 社債発行差金     197     ─   

固定負債合計     105,068 25.5   52,648 13.1 

負債合計     238,142 57.9   204,429 50.7 



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金 ※１   41,549 10.1   ― ― 

Ⅱ 資本剰余金               

  資本準備金     57,522     ―   

資本剰余金合計     57,522 14.0   ― ― 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     7,090     ―   

２ 任意積立金               

(1) 退職積立金   750     ―     

(2) 固定資産圧縮積立金   412     ―     

(3) 特別償却準備金   192     ―     

(4) 別途積立金   38,880 40,235   ― ―   

３ 当期未処分利益     22,053     ―   

利益剰余金合計     69,378 16.8   ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     9,808 2.4   ― ― 

Ⅴ 自己株式 ※７   △4,990 △1.2   ― ― 

資本合計     173,270 42.1   ― ― 

負債資本合計     411,412 100.0   ― ― 

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     ― ―   48,592 12.0 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   ―     64,565     

(2) その他資本剰余金   ―     1,969     

資本剰余金合計     ― ―   66,535 16.5 

３ 利益剰余金               

(1) 利益準備金   ―     7,090     

(2) その他利益剰余金               

退職積立金   ―     750     

固定資産圧縮積立金   ―     319     

特別償却準備金   ―     158     

別途積立金   ―     49,880     

繰越利益剰余金   ―     24,863     

利益剰余金合計     ― ―   83,061 20.6 

４ 自己株式     ― ―   △6,964 △1.7 

株主資本合計     ― ―   191,224 47.4 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価 
  差額金 

    ― ―   8,560 2.1 

２ 繰延ヘッジ損益     ― ―   △1,082 △0.2 

評価・換算差額等合計     ― ―   7,478 1.9 

純資産合計     ― ―   198,703 49.3 

負債純資産合計     ― ―   403,132 100.0 

       



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

売上高 ※５   435,584 100.0   442,608 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※５             

１ 期首製品たな卸高   19,101     17,408     

２ 当期製品製造原価 ※２ 342,691     344,849     

合計   361,793     362,258     

３ 他勘定振替高 ※１ 2,120     1,491     

４ 期末製品たな卸高   17,408 342,263 78.6 17,275 343,491 77.6 

売上総利益     93,321 21.4   99,117 22.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１ 運賃荷造費   5,195     5,680     

２ 広告宣伝費   5,598     5,298     

３ 販売促進費   8,044     8,878     

４ サービス費   4,872     5,639     

５ 給料及び賞与手当   14,880     15,364     

６ その他人件費   3,924     3,849     

７ 賃借料   2,253     2,184     

８ 租税公課   976     939     

９ 減価償却費   1,451     1,337     

10 研究開発費 ※２ 12,743     11,490     

11 その他   7,788 67,729 15.5 7,492 68,156 15.4 

営業利益     25,591 5.9   30,961 7.0 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息   667     834     

２ 有価証券利息   262     457     

３ 受取配当金 ※５ 2,877     4,299     

４ 経営指導料 ※５ 819     800     

５ 商標使用料収入 ※５ 631     504     

６ その他   1,465 6,726 1.6 1,832 8,729 2.0 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   736     959     

２ 社債利息   490     655     

３ たな卸資産廃棄評価損   3,029     2,270     

４ 為替差損   793     4,620     

５ その他 ※５ 1,738 6,788 1.6 1,645 10,151 2.3 

経常利益     25,529 5.9   29,539 6.7 



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

１ 固定資産売却益 ※３ 78     34     

２ 投資有価証券売却益   73     1,239     

３ 関係会社株式売却益   1,607     268     

４ その他   1 1,759 0.4 2 1,544 0.4 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※４ 725     861     

２ 投資有価証券評価損   42     144     

３ 関係会社株式評価損   239     93     

４ 役員退職慰労引当金 
  繰入額 

458 458   

５ ゴルフ会員権評価損   11 1,477 0.4 6 1,566 0.4 

税引前当期純利益     25,811 5.9   29,517 6.7 

法人税、住民税及び 
事業税 

7,520 7,750   

法人税等調整額   807 8,327 1.9 2,610 10,360 2.4 

当期純利益     17,484 4.0   19,157 4.3 

前期繰越利益     4,671     ―   

自己株式処分差損     102     ―   

当期未処分利益     22,053     ―   

      



製造原価明細書 

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   3,305 1.0 4,131 1.2 

Ⅱ 製品外注費 ※２ 304,262 88.8 306,120 88.8 

Ⅲ 労務費   10,579 3.1 10,648 3.1 

Ⅳ 経費 ※１ 24,544 7.1 23,948 6.9 

当期総製造費用   342,691 100.0 344,849 100.0 

当期製品製造原価   342,691   344,849   

     

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 経費中主なるものは次の通りである。 

外注加工費 413百万円

賃借料 1,989 

減価償却費 7,163 

※１ 経費中主なるものは次の通りである。 

外注加工費 992百万円

賃借料 2,119 

減価償却費 6,531 

※２ 製品外注費 

製品の生産は、一部の社内生産を除き、生産担当

関連会社に担当せしめ、必要資材、部品を有償支給

し、組立生産完成品を購入する方法で処理してい

る。 

※２ 製品外注費 

同左 

○  原価計算の方法 

材料費・労務費・製品外注費及び経費の要素別原

価は、実際原価に基づいて計算し、組別、工程別総

合原価計算の方法によっている。なお、製品出来高

は予定原価によっている。実際原価と予定原価との

差額については、これが重要な金額である場合は売

上原価とたな卸資産原価に配賦して調整処理する。 

○  原価計算の方法 

同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日である。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益     22,053 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

１ 特別償却準備金取崩額   63   

２ 固定資産圧縮積立金
  取崩額 

  72 135 

合計     22,189 

Ⅲ 利益処分額       

１ 配当金   5,319   

２ 役員賞与金 
  (うち監査役賞与金) 

  
155
(12)

  

３ 任意積立金       

特別償却準備金   114   

別途積立金   11,000 16,588 

Ⅳ 次期繰越利益     5,600 

      



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本
準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金 
利益
剰余金 
合計 退職

積立金 

固定資
産圧縮 
積立金 

特別
償却 
準備金 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高
(百万円) 41,549 57,522 ─ 57,522 7,090 750 412 192 38,880 22,053 69,378

事業年度中の変動額                      

 新株予約権付社債の転
換による新株の発行 7,042 7,042   7,042              

 固定資産圧縮積立金の
取崩(注)             △72     72 ─

 固定資産圧縮積立金の
取崩             △20     20 ─

 特別償却準備金の積立
(注)               114   △114 ─

 特別償却準備金の取崩
(注)               △63   63 ─

 特別償却準備金の取崩               △84   84 ─

 別途積立金の積立(注)                 11,000 △11,000 ─

 剰余金の配当(注)                   △5,319 △5,319

 役員賞与(注)                   △155 △155

 当期純利益                   19,157 19,157

 自己株式の取得                      

 自己株式の処分     1,969 1,969              

 株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額) 

                     

事業年度中の変動額合計
(百万円) 7,042 7,042 1,969 9,012 ─ ─ △93 △33 11,000 2,809 13,682

平成19年３月31日残高
(百万円) 48,592 64,565 1,969 66,535 7,090 750 319 158 49,880 24,863 83,061



  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

純資産
合計 自己 

株式 

株主
資本 
合計 

その他 
有価証 
券評価 
差額金 

繰延
ヘッジ 
損益 

評価・換
算差額 
等合計 

平成18年３月31日残高
(百万円) △4,990 163,461 9,808 ― 9,808 173,270

事業年度中の変動額            

 新株予約権付社債の転
換による新株の発行   14,085       14,085

 固定資産圧縮積立金の
取崩(注)   ―       ―

 固定資産圧縮積立金の
取崩   ―       ―

 特別償却準備金の積立
(注)   ―       ―

 特別償却準備金の取崩
(注)   ―       ―

 特別償却準備金の取崩   ―       ―

 別途積立金の積立(注)   ―       ―

 剰余金の配当(注)   △5,319       △5,319

 役員賞与(注)   △155       △155

 当期純利益   19,157       19,157

 自己株式の取得 △6,557 △6,557       △6,557

 自己株式の処分 4,583 6,552       6,552

 株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額) 

    △1,248 △1,082 △2,330 △2,330

事業年度中の変動額合計
(百万円) △1,974 27,763 △1,248 △1,082 △2,330 25,432

平成19年３月31日残高
(百万円) △6,964 191,224 8,560 △1,082 7,478 198,703



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  ……償却原価法(定額法) 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  ……移動平均法による原価法 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定) 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

    時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 

  時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

……時価法 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・原材料・貯蔵品 

……いずれも先入先出法に基づく低価

法 

製品・原材料・貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっている。 

  但し、平成10年４月１日以降に取

得した建物(附属設備を除く)及び第

42期に取得した本社の建物及び構築

物については定額法によっている。 

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。 

建物 ３～65年

機械及び装置 ２～17年

工具器具及び備品 １～20年

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  (2) 無形固定資産 

  市場販売目的のソフトウェア 

  ……見込販売収益に基づく減価償

却方法(但し、３年以内) 

  自社利用のソフトウェア 

  ……社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

  その他 

  ……定額法 

(2) 無形固定資産 

  市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  

  自社利用のソフトウェア 

同左 

  

  その他 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  契約期間に応じて定額償却を行う

こととしている。 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ 繰延資産の処理方法  社債発行差金については、社債償還

期間(６年10ヶ月)にわたり均等償却し

ている。 

 株式交付費については、支出時に全

額費用処理している。なお、損益計算

書上は営業外費用の「その他」に含め

て表示している。 

 社債発行差金については、社債償還

期間(６年10ヶ月)にわたり均等償却し

ていたが、当該新株予約権付社債は平

成18年10月30日までに全て転換されて

いる。 

６ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。 

同左 

７ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 製品保証等引当金 

  販売済製品に対して当社の保証期

間に発生が見込まれるアフターサー

ビス費用を計上したものであり、こ

の計上額は過去１年間のアフターサ

ービス費の実績額を基準として算出

している。 

(2) 製品保証等引当金 

同左 

  (3)    ─────── 

  

(3) 役員賞与引当金 

  役員賞与の支出に備えるため、当

事業年度における支給見込額を計上

している。 

 (会計方針の変更) 

  当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号

平成17年11月29日)を適用してい

る。 

  これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、それぞれ

160百万円減少している。 



  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき当事

業年度末において発生していると認

められる額を計上している。 

  会計基準変更時差異は10年による

按分額を費用処理している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(14～15年)による定額法によ

り費用処理している。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(14～15

年)による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしている。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規程に基づく

期末要支給額を計上している。 

  なお、過年度相当額については、

平成15年３月期より５年間で均等額

を引当計上している。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

８ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっている。な

お、振当処理の要件を満たしている

通貨スワップについては振当処理

に、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては特例処理に

よっている。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段として先物為替予約及

び金利スワップ等のデリバティブ取

引を行っており、主として外貨建債

権債務に係る為替変動リスク及び資

金の運用・調達に係る金利変動リス

クをヘッジ対象としている。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  社内規程及び各事業年度毎に策定

する各リスク毎の取扱要領に基づき

為替変動リスク及び金利変動リスク

等をヘッジしている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 



  

  
  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ有効性評価は、開始時から

有効性判定時点までの期間におけ

る、ヘッジ手段とヘッジ対象の時価

またはキャッシュ・フロー変動を比

較し、両者の変動比率等を基礎とし

て行っている。なお、金利スワップ

の特例処理の要件を満たすものにつ

いては、ヘッジ有効性評価を省略し

ている。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用している。 

消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

─────── 

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用している。これまでの資本の

部の合計に相当する金額は199,785百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 

(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

 当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」(実務対応報告第19号 平成18年８月11日)を

適用している。これによる損益に与える影響はない。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 授権株数及び発行済株式総数 

授権株数 普通株式 471,693,000株

発行済株式総数 普通株式 270,442,868株

※１       ─────── 

  

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりである。 

受取手形 3,552百万円

売掛金 41,504 

短期貸付金 8,535 

未収入金 8,771 

買掛金 24,930 

短期借入金 19,779 

上記以外の流動負債 4,170 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは次のとおりである。 

受取手形 2,428百万円

売掛金 45,512 

短期貸付金 9,811 

未収入金 10,578 

買掛金 25,132 

短期借入金 20,777 

上記以外の流動負債 4,315 

 ３ 偶発債務 

  保証債務 

   (注) < >内は会社の自己負担額を表す。 

(株)シティケーブルネット 220百万円

(銀行借入保証) <66> 

 ３       ─────── 

  

 ４ 輸出手形割引高 

邦貨建輸出手形割引高 74百万円

外貨建輸出手形割引高 (17,739千米ドル他)

同上円換算額 2,233百万円

(決算日現在の為替相場による) 

計 2,307百万円

 ４ 輸出手形割引高 

邦貨建輸出手形割引高 113百万円

外貨建輸出手形割引高 (25,192千米ドル)

同上円換算額 2,974百万円

(決算日現在の為替相場による) 

計 3,087百万円

※５       ─────── ※５ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

   なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の期末日満期手形が当事業年度末残高に含

まれている。 

受取手形 279百万円

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と特定融資枠契約を締結している。 

   (なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。) 

特定融資枠契約の総額 49,500百万円

当事業年度末残高 49,500百万円

当事業年度契約手数料 63百万円

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため主要

取引金融機関と特定融資枠契約を締結している。 

   (なお、当該金額は営業外費用の「その他」に含

めて表示している。) 

特定融資枠契約の総額 28,500百万円

当事業年度末残高 28,500百万円

当事業年度契約手数料 59百万円

※７ 自己株式の保有数 

普通株式 4,478,067株

※７       ─────── 

  

 ８ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 

9,808百万円である。 

 ８       ─────── 

    

※９ 関係会社株式のうち17百万円は有価証券の消費貸

借契約による貸付を行なっている。 

※９ 関係会社株式のうち17百万円は有価証券の消費貸

借契約による貸付を行なっている。 



(損益計算書関係) 

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

 当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

自己株式に関する事項 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,721千株は、取締役会決議による取得による増加2,695千株、単元未満株式の買取り

による増加26千株である。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少4,075千株は、新株予約権付社債の転換による自己株式の移転による減少3,784千株、

ストックオプションの行使による減少289千株、単元未満株式の買増請求による減少０千株である。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 製品の他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

固定資産振替高 71百万円

廃棄評価損及び雑損失 1,580 

販売費及び一般管理費等振替高 469 

計 2,120百万円

※１ 製品の他勘定振替高の内訳は次のとおりである。 

固定資産振替高 44百万円

廃棄評価損及び雑損失 1,125 

販売費及び一般管理費等振替高 321 

計 1,491百万円

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、12,743百万円である。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、11,490百万円である。 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 74百万円

その他 3 

計 78百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 16百万円

機械及び装置 16 

その他 1 

計 34百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 51百万円

工具器具及び備品 611 

建物及び構築物 57 

その他 5 

計 725百万円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

機械及び装置 36百万円

工具器具及び備品 614 

建物及び構築物 196 

その他 14 

計 861百万円

※５ 関係会社との主な取引 

売上高 170,253百万円

仕入高 264,580 

受取配当金 2,629 

経営指導料 819 

商標使用料収入 631 

その他の営業外費用 822 

※５ 関係会社との主な取引 

売上高 173,854百万円

仕入高 275,564 

受取配当金 3,981 

経営指導料 800 

商標使用料収入 504 

    

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株） 4,478 2,721 4,075 3,123 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械及び装置 9,015 6,199 2,815 

工具器具及び 
備品 

3,272 1,528 1,744 

ソフトウェア 1,151 440 710 

合計 13,439 8,168 5,270 

取得価額 
相当額 

  
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 

  
(百万円) 

機械及び装置 4,251 1,742 2,509 

工具器具及び
備品 

3,191 1,845 1,345 

ソフトウェア 1,180 594 586 

合計 8,622 4,181 4,440 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,328百万円

１年超 3,084 

合計 5,413百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,831百万円

１年超 2,708 

合計 4,540百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,981百万円

減価償却費相当額 2,746百万円

支払利息相当額 197百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 2,607百万円

減価償却費相当額 2,413百万円

支払利息相当額 154百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっている。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 

区分 

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度 
(平成19年３月31日) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 843 28,082 27,239 843 9,602 8,758 

合計 843 28,082 27,239 843 9,602 8,758 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

退職給付引当金 4,702百万円

関係会社株式 1,803 

未払費用(賞与分) 1,527 

たな卸資産 1,261 

有形固定資産 875 

役員退職慰労引当金 759 

その他 6,609 

繰延税金資産合計 17,539百万円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

退職給付引当金 4,512百万円

関係会社株式 1,603 

未払費用(賞与分) 1,543 

役員退職慰労引当金 998 

有形固定資産 869 

たな卸資産 805 

その他 6,401 

繰延税金資産小計 16,734百万円

評価性引当額 △998 

繰延税金資産合計 15,736百万円

  (繰延税金負債) 

  

その他有価証券評価差額金 △6,770百万円

固定資産圧縮積立金 △233 

特別償却準備金 △167 

繰延税金負債合計 △7,171百万円

繰延税金資産の純額 10,368百万円

  (繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 △6,027百万円

固定資産圧縮積立金 △219 

特別償却準備金 △109 

その他 △22 

繰延税金負債合計 △6,378百万円

繰延税金資産の純額 9,357百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.3 

 受取配当金等益金不算入項目 △2.3 

 住民税均等割等 0.3 

 税額控除 △4.9 

 その他 △1.8 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
32.3％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％ 

(調整)   

 交際費等損金不算入項目 0.4 

 受取配当金等益金不算入項目 △4.0 

 住民税均等割等 0.2 

 税額控除 △3.4 

 評価性引当額の増減 3.4 

 その他 △2.2 

税効果会計適用後の法人税等の 

負担率 
35.1％ 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 650円90銭 １株当たり純資産額 720円21銭

１株当たり当期純利益 65円21銭 １株当たり当期純利益 70円60銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
62円14銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
68円78銭

項目 
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額(百万円) ― 198,703 

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) ― 198,703 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株) 

― 275,897 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益     

 当期純利益(百万円) 17,484 19,157 

 普通株主に帰属しない金額(百万円) 155 ― 

  (うち利益処分による役員賞与金) (155) (―)

 普通株式に係る当期純利益(百万円) 17,329 19,157 

 普通株式の期中平均株式数(千株) 265,753 271,364 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

 当期純利益調整額(百万円) △25 △15 

  (うち支払手数料(税額相当額控除後)) (0) (0)

  (うち社債発行差金の償却額(税額相当額控除後)) (△26) (△15)

 普通株式増加数(千株) 12,714 6,959 

  (うち新株予約権) (351) (302)

  (うち新株予約権付社債) (12,362) (6,656)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ―



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

オリンパス(株) 1,467,801 5,915 

三菱商事(株) 2,000,000 5,470 

(株)群馬銀行 3,710,000 3,097 

(株)東京放送 706,000 3,078 

大正製薬(株) 894,000 1,931 

(株)Ｔ＆Ｄホールディングス 161,215 1,310 

(株)三井住友フィナンシャルグループ 1,197 1,281 

アクサ ジャパン ホールディング(株) 8,000 1,160 

(株)ヤマダ電機 100,200 1,100 

三井生命保険(株) 20,000 1,000 

(株)三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ 

735 977 

日本電気(株) 1,041,539 658 

iANYWHERE SOLUTIONS,INC. 1,424,502 625 

(株)大和証券グループ本社 392,363 558 

住友信託銀行(株) 405,920 498 

その他(68銘柄) 3,907,051 3,078 

小計 16,240,524 31,741 

計 16,240,524 31,741 



【債券】 

  

  

【その他】 

  

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 

満期保有目的の 
債券 

譲渡性預金 5,130 5,130 

小計 5,130 5,130 

その他有価証券 

(コマーシャルペーパー)     

アクア・ファンディング・コーポレー
ション東京支店 

5,393 5,390

(株)ジェイバード・アセット・ファン
ディング 

5,300 5,297

アルカディア・ファンディング・コー
ポレーション東京支店 

5,100 5,098

フォレスト・コーポレーション東京支
店 

4,800 4,793

(株)ジェイバード・アセット・ファン
ディング・ツー 

4,100 4,097

アストロ・キャピタル・コーポレーシ
ョン・トゥー東京支店 

3,000 2,998

キャタピラー・ファイナンス(株) 1,000 999 

ベクター・アセット・ファンディン
グ・コーポレーション東京支店 

800 799

(債券)     

第12回国民生活債券 1,000 999 

第１回国民生活債券 700 700 

小計 31,193 31,174 

投資有価証券 

満期保有目的の 
債券 

Sumitomo Mitsui Banking Corporation 20,000千米ドル 2,230 

小計 20,000千米ドル 2,230 

その他有価証券 

NEON CAPITAL LIMITED Series80 2,000 2,071 

CLASSIC I LIMITED Series2003-10 2,000 2,012 

BNP Paribas Series No:3772 2,000 2,005 

トウキョウ・サポーターズ・シービー
オー特定目的会社第１回Ｂ号特定社債 

1,200 1,195

オラクルミュー特定目的会社第１回Ｇ
号特定社債 

1,000 1,000 

ANN FUNDING THREE CO.,LTD. 925 924 

第２回国際協力銀行債券 700 706 

政府保証第813回公営企業債券 500 505 

東京電力(株)第483回社債 500 503 

その他(５銘柄) 1,260 1,265 

小計 12,085 12,188 

計 ─ 50,723 

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

(百万円) 



  

投資有価証券 その他有価証券 

(信託受益権)     

第３回楽天ＫＣカード・トラストＡ号
優先受益権 

1,000百万円 998 

三菱東京ＵＦＪ銀行第５回住宅ローン
債権(全期間固定)信託受益権Ａ号優先
受益権 

964百万円 963

中央三井信託銀行株式会社第６回住宅
ローン債権信託受益権クラスＡ１優先
受益権 

653百万円 642

第06-04回株式会社ジャックスショッピ
ングクレジット債権等信託受益権Ｂ号
優先受益権 

539百万円 539

(投資事業有限責任組合出資金)     

(２銘柄) 12口 324

計 ─ 3,468 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なもの 

２ 当期減少額の主なもの 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産               

 建物 48,177 1,071 796 48,452 26,597 1,486 21,855 

 構築物 2,904 127 105 2,926 2,098 88 827 

 機械及び装置 40,617 2,450 3,691 39,376 34,259 1,654 5,116 

 車輌及び運搬具 68 11 14 65 46 6 19 

 工具器具及び備品 39,721 5,895 4,773 40,843 34,080 5,164 6,762 

 土地 29,076 ─ 45 29,031 ─ ─ 29,031 

 建設仮勘定 295 1,311 1,358 248 ─ ─ 248 

有形固定資産計 160,860 10,869 10,785 160,944 97,082 8,400 63,861 

無形固定資産               

 特許権 230 ─ ─ 230 186 28 43 

 借地権 238 ─ ─ 238 ─ ─ 238 

 ソフトウェア 14,394 3,611 2,764 15,242 8,529 3,335 6,713 

 電話加入権 79 ─ ─ 79 ─ ─ 79 

 その他 172 19 0 192 148 11 44

無形固定資産計 15,115 3,631 2,764 15,982 8,864 3,375 7,118 

長期前払費用 5,934 205 1,553 4,587 337 137 4,250 

繰延資産               

― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

工具器具及び備品 金型の取得   4,195百万円

工具器具及び備品 金型の廃棄   3,717百万円



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率洗替額である。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 980 889 0 979 890 

製品保証等引当金 920 1,030 920 ─ 1,030

役員賞与引当金 ─ 160 ─ ─ 160 

役員退職慰労引当金 1,866 590 3 ─ 2,453 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

１ 現金及び預金 

  

  

２ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円) 

現金 5 

預金   

当座・普通・通知預金 1,838 

定期預金 11,735 

別段預金 0 

計 13,574 

合計 13,580 

相手先 金額(百万円) 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 2,428 

日本ユニシス(株) 448 

ダイワボウ情報システム(株) 446 

コニカミノルタオプト(株) 327 

イオン(株) 240 

その他 2,813 

合計 6,704 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 合計 

金額(百万円) 2,470 3,442 477 314 6,704 



３ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

４ 製品 

  

  

５ 原材料 

  

  

相手先 金額(百万円) 

カシオ電子デバイス(株) 17,460 

ＫＤＤＩ(株) 17,140 

Casio Europe GmbH 14,962 

Casio,Inc. 6,338 

(株)ヤマダ電機 3,826 

その他 35,991 

合計 95,719 

前期繰越高 
(百万円) 

当期発生高 
(百万円) 

当期回収高 
(百万円) 

次期繰越高
(百万円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ) 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

86,947 454,169 445,396 95,719 82.3 73.4 

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 15,238 

デバイスその他 2,037 

合計 17,275 

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 4,817 

デバイスその他 116 

合計 4,933 



６ 貯蔵品 

  

  

７ 未収入金 

  

  

② 固定資産 

関係会社株式 

  

  

区分 金額(百万円) 

エレクトロニクス機器 361 

デバイスその他 33 

全社(共通) 0 

合計 395 

区分 金額(百万円) 

材料等有償支給 15,982 

その他 6,844 

合計 22,827 

銘柄 金額(百万円) 

Casio Holdings,Inc. 14,128 

(株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 5,116 

Casio Singapore Pte.,Ltd. 2,037 

カシオ情報機器(株) 2,015 

カシオエステート(株) 2,000 

その他 13,501 

合計 38,799 



③ 流動負債 

１ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

２ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

共信テクノソニック(株) 1,753 

ペンタックス(株) 1,749 

ゼネラルテクノロジー(株) 644 

エー・ディ・エム(株) 430 

(株)西武コーポレーション 359 

その他 5,739 

合計 10,677 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月以降 合計 

金額(百万円) 2,653 2,561 3,146 2,315 10,677 

相手先 金額(百万円) 

(株)カシオ日立モバイルコミュニケーションズ 7,685 

高知カシオ(株) 7,303 

Ability Enterprise Co.,Ltd. 4,942 

Casio Computer(Hong Kong)Ltd. 4,731 

Flextronics Marketing(L)Ltd. 3,161 

その他 19,575 

合計 47,398 



３ 短期借入金 

  

  

４ 一年内返済予定長期借入金 

  

  

５ 未払金 

  

  

相手先 金額(百万円) 

高知カシオ(株) 7,591 

カシオ電子工業(株) 2,771 

山形カシオ(株) 2,559 

カシオ電子デバイス(株) 1,859 

カシオ情報機器(株) 1,700 

その他 4,294 

合計 20,777 

相手先 金額(百万円) 

(株)みずほコーポレート銀行 15,000 

(株)三菱東京ＵＦＪ銀行 5,000 

日本生命保険相互会社 500 

合計 20,500 

区分 金額(百万円) 

経費関係 17,955 

設備関係 3,040 

その他 2,576 

合計 23,573 



④ 固定負債 

長期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項なし。 

  

相手先 金額(百万円) 

(株)三井住友銀行 20,000 

日本生命保険相互会社 6,450 

住友生命保険相互会社 5,000 

明治安田生命保険相互会社 5,000 

合計 36,450 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

（注）当会社の株主（実質株主を含む。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで

きない。 

１．会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

４．株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 事業年度終了の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月31日

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券
ただし、既に発行している100株に満たない数を表示した株券は有効とする。 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円 

  株券登録料 １枚につき500円 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

  買増請求に係る 
  受付停止期間 

当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当社ホームページ（http://www.casio.co.jp/）において掲載す
る。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 
平成18年６月29日 

関東財務局長に提出 

事業年度（第50期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）   

(2) 半期報告書 
平成18年12月22日 

関東財務局長に提出 

（第51期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）   

(3) 臨時報告書 
平成19年４月５日 

関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異

動）の規定に基づく臨時報告書である。 
  

(4) 自己株券買付状況報告書   

報告期間（自 平成19年２月１日 至 平成19年２月28日） 

報告期間（自 平成19年３月１日 至 平成19年３月31日） 

  

平成19年３月13日 

平成19年４月10日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カ

シオ計算機株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カ

シオ計算機株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第50期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カシオ

計算機株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

カシオ計算機株式会社 

取締役会 御中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカシオ

計算機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第51期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、カシオ

計算機株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

 

  あずさ監査法人 

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  髙山  康明 ㊞   

  

  
指 定 社 員 

業務執行社員
  

公認会計士  小野  純司 ㊞   

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

している。 
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